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八女市子どもの貧困対策推進計画の策定にあたって

子どもの貧困問題は、わが国でも大きな社会的問題のひと

つです。厚生労働省が発表した子どもの貧困率は 16.3％（平

成 24 年）と、子どもの 6人に 1人がいわゆる相対的貧困状態

であると言われています。

そのため国や福岡県でも貧困対策の推進に向けた取り組みを始めており、八女市に

おいても将来を担う子どもたちの育ちや成長を見守り、支援が必要な子ども、家庭を

把握し、子どもたちが安心して健やかに成長できる環境をつくるため「子どもの貧困

対策推進計画」を策定しました。

この計画に基づき、国や県との役割分担のもと、子どもや家庭と直接かかわりのあ

る基礎自治体として「支援体制の構築」を行い「教育の支援」「生活の支援」「保護者

に対する就労の支援」「経済的支援」につなげ切れ目のない、一貫した取り組みを進

めてまいります。

これから未来を切り開き次世代を担っていく子どもたちが、目を輝かせながら将来

の夢や目標を語る、そういう地域社会をつくりあげるために、地域、関係機関が一体

となって、この問題に向き合い取り組んでいく必要があると考えておりますので皆さ

まのご協力をよろしくお願いいたします。

最後に、この計画策定にあたり、貴重なご意見をいただいた、子どもの貧困対策推

進計画策定委員の皆様をはじめ、ご協力いただきました多くの方に心より感謝申し上

げます。

平成２９年３月

八女市長 三田村 統 之
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第１章 計画の策定にあたって

第１節 計画策定の趣旨

■ 計画策定の背景

平成25年の国民生活基礎調査（厚生労働省）では、日本の子どもの16.3％（およそ６人

に１人）が相対的貧困状態に置かれているということが明らかにされました。

こうした中、国では、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのな

いよう、また、貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備と教育の機会

均等を図るため、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が制定され、平成26年1月に施

行されました。そして、この法律の規定に基づき、子どもの貧困対策に関する基本的な方針

並びに子どもの貧困に関する指標及び当該指標の改善に向けた当面の重点施策等をとりまと

めた「子供の貧困対策に関する大綱」が同年8月に閣議決定されました。また、福岡県にお

いても、平成28年に「福岡県子どもの貧困対策推進計画」を策定し、計画に基づき取り組

みを進めています。

本市においては、これまでもひとり親家庭や経済的に困難な状況にある世帯に対し、経済

的な支援などを行ってきたところですが、本市のすべての子どもたちが夢と希望を持って成

長していくことができる社会の実現を目指して、子どもの貧困対策を総合的に推進するため、

「八女市子どもの貧困対策推進計画」を策定します。

■ 「貧困」について

本計画においては、国・地域の生活レベルとは無関係に、その日食べるものにも困り、衣

服や住居も満足なものではない「絶対的」貧困世帯に加え、その人が住んでいる社会、時代

において、通常行われる習慣や行為が経済的な理由から行えない「相対的」貧困世帯の子ど

ものための対策を推進することを目的としています。

一般的に貧困といった場合、発展途上国や終戦直後の日本などの最低限度の衣食住も満た

されていない状態を思い起こし、現在においても生活保護制度等で対策が進められています

が、相対的貧困については、一定の収入はあるため、衣食住で困窮を極めるといったことは

ありませんが、子どもの学習塾代や部活動・クラブにかかる費用、大学進学資金等が準備で

きず、貧困世帯の子どもは夢や希望をあきらめざるを得ない状況が発生しています。
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厚生労働省は相対的貧困率の算出方法について公表しており、それは以下のような方法と

なります。

国民生活基礎調査における相対的貧困率は、一定基準（貧困線）を下回る等価可処分所得

（世帯の可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取り収入）を世帯人

員の平方根で割って調整した所得）しか得ていない人の割合をいいます。貧困線とは、等価

可処分所得の中央値の半分の額をいいます。これらの算出方法は、OECD（経済協力開発機

構）の作成基準に基づきます。

平成25年の国民生活基礎調査の結果に基づいて、平均的な所得の半分に満たない世帯（相

対的貧困）に暮らす子どもが全国平均で約６人に１人いると算出されており、特に、ひとり

親世帯の子どもでその傾向が強く、２人に１人以上が貧困状態にあるとされています。

学校の１クラスを35人とした場合、１クラスに６人ほど貧困ライン上の児童がいること

になり、日本でも経済的な格差が広がっています。
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出所：厚生労働省［2011,2014］「平成22年､平成25年 国民生活基礎調査 結果の概要」
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第２節 計画の位置づけ

本計画は、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」第４条および国が策定した「子供の貧

困対策に関する大綱」、福岡県が策定した「福岡県子どもの貧困対策推進計画」を勘案したも

のであり、同時に、第４次八女市総合計画を上位計画とし、これまでに策定された「八女市

地域福祉計画」「八女市子ども・子育て支援事業計画」等関連計画と整合を図って策定するも

のです。

■子どもの貧困対策の推進に関する法律（抜粋）

（目的）

第一条 この法律は、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのな

いよう、貧困の状況にある子どもが健やかに育成される環境を整備するとともに、教育

の機会均等を図るため、子どもの貧困対策に関し、基本理念を定め、国等の責務を明ら

かにし、及び子どもの貧困対策の基本となる事項を定めることにより、子どもの貧困対

策を総合的に推進することを目的とする。

（基本理念）

第二条 子どもの貧困対策は、子ども等に対する教育の支援、生活の支援、就労の支援、

経済的支援等の施策を、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されること

のない社会を実現することを旨として講ずることにより、推進されなければならない。

２ 子どもの貧困対策は、国及び地方公共団体の関係機関相互の密接な連携の下に、関連

分野における総合的な取組として行われなければならない。

（地方公共団体の責務）

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、子どもの貧困対策に関し、国と協力しつ

つ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

第３節 計画の期間

本計画の期間は、平成29年度からの5年間とします。

なお、法・大綱の見直しの動向を踏まえるとともに、各施策の実施状況及び成果を見極め

た上で、必要に応じて計画を見直します。
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第２章 八女市の概況

第１節 人口・世帯等の状況

１ 人口構成の状況

本市の総人口は減少が続いており、平成28年には66,188人となっています。年齢３区

分別にみると、65歳以上人口は増加し続けている一方、０～14歳人口は減少の一途をたどっ

ており、４年間で539人減少し、7,762 人となっています。また、県と比較すると、近年

は０～14歳人口割合が、県より低くなっており、少子化が急速に進行していることがわか

ります。

＜総人口の推移＞

資料：福岡県ＨＰ 住民基本台帳年報（Ｈ24～25：３月末現在、Ｈ26～28：１月１日現在）

＜人口構成比の推移＞

資料：国勢調査
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２ 世帯構成の推移

世帯構成の推移をみると、「夫婦と子どもからなる世帯」「その他の親族のみの世帯」は減

少傾向にあり、「単独世帯」「夫婦のみの世帯」「母子または父子家庭」は増加傾向にあります。

＜世帯構成の推移＞

資料：国勢調査

資料：国勢調査

区分
平成７年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年

八 女 市 福 岡 県 八 女 市 福 岡 県 八 女 市 福 岡 県 八 女 市 福 岡 県 八 女 市 福 岡 県

単独世帯 2,607 490,053 3,293 576,717 3,966 630,031 4,362 736,339 4,871 820,806

夫婦のみの世帯 3,737 305,350 4,048 346,517 4,134 369,671 4,366 394,489 4,569 420,249

夫婦と子ども

からなる世帯
5,841 594,657 5,741 589,607 5,579 578,203 5,442 567,730 5,265 567,372

母子または

父子家庭
1,436 145,823 1,659 167,200 1,897 188,084 2,114 201,217 2,335 209,529

その他の親族

のみの世帯
7,930 233,122 7,281 218,615 6,673 206,523 5,859 183,962 4,873 156,857

非親族世帯 20 5,178 33 8,206 35 12,150 112 19,646 98 17,556
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３ 婚姻および出産の状況

婚姻件数および離婚件数の推移をみると、婚姻件数は280件前後、離婚件数は100件前

後で増減を繰り返しつつおおむね横ばい傾向となっています。

＜婚姻件数および離婚件数の推移＞

資料：市民課

出生数と出生率の推移を見ると、平成24年まで減少していましたが、平成25年以降は

おおむね横ばいとなっています。

＜出生数と出生率の推移＞

資料：子育て支援課
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若年出産の推移を見ると、増減を繰り返しつつおおむね横ばい傾向となっています。

＜若年出産の推移＞

※若年出産とは 20 歳未満での出産のこと

資料：健康推進課
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第２節 子どもの状況

１ 人口構成の状況

若年人口の推移をみると、いずれの区分においても減少傾向となっていますが、近年は0

～9歳人口で横ばいから微増となっています。また、若年人口の移動の状況を見ると、0～9

歳で転入超過となっており、周辺他市の中で最も多くなっています。

＜若年人口の推移＞

資料：福岡県ＨＰ 住民基本台帳年報（Ｈ24～25：３月末現在、Ｈ26～28：１月１日現在）

＜若年人口の移動の状況（平成 27 年）＞

資料：人口移動報告

2,504 2,478 2,429 2,358 2,326 2,355 2,341
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3,845 3,771 3,687 3,605 3,543 3,322 3,181

3,596 3,454 3,340 3,321 3,229 3,224 3,120

0人

3,000人

6,000人

9,000人

12,000人

15,000人

18,000人

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳

41 28

-6

-119

-221-250

-200

-150

-100

-50

0

50
0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳

八女市 大牟田市 柳川市 筑後市 大川市 みやま市

（人）



八女市子どもの貧困対策推進計画

第２章 八女市の概況

12

２ 学校の状況

八女市内には現在15の小学校と10の中学校があり、児童・生徒数は減少傾向にあります。

＜小・中学校児童・生徒数の推移＞

（単位：人）

資料：学校教育課 （各年 5月 1日現在）

スクールカウンセラーを各中学校に1名以上配置し、スクールソーシャルワーカーは市内

に３名配置することで、すべての中学校、小学校に対応できるよう体制を整えています。

＜スクールソーシャルワーカーの配置人数およびスクールカウンセラーの配置率＞

資料：学校教育課

※スクールソーシャルワーカーとは、児童・生徒が学校や日常生活で直面する苦しみや悩みについて、児童・

生徒の社会環境を構成する家族や、友人、学校、地域に働きかけ、福祉的なアプローチによって解決を支

援する専門職のこと。

※スクールカウンセラーとは、児童・生徒・学生の不登校や、校内・学内での種々の問題行動などの対応に当

たって、心理相談を行う専門職のこと。

平成 24
年度

平成 25
年度

平成 26
年度

平成 27
年度

平成 28
年度

小学校 3,397 3,290 3,178 3,176 3,160

中学校 1,608 1,517 1,562 1,512 1,442

スクールソーシャルワーカー スクールカウンセラー

３名（内１名常勤、内２名非常勤） 全中学校に 1 名以上配置
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不登校の出現率をみると、小学校では、おおむね全国、県を下回っているか同程度でした

が、平成25年にはやや上回り、さらに、平成26年には大きく上回っています。また、中

学校では、おおむね全国、県を下回っているか同程度となっていますが、平成26年は上回っ

ています。

＜不登校の出現率（小学校）＞

資料：学校教育課

※「不登校」とは、何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・背景

により、児童・生徒が登校しないあるいはしたくともできないこと（ただし、「病気」

や「経済的理由」による人を除く。）

0.27

0.2 0.14

0.35 0.46

0.69

0.57

0

0.2
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0.6

0.8

1
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八女市 南筑後 県 国（％）
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＜不登校の出現率（中学校）＞

資料：学校教育課

中学卒業者の状況を見ると、99.0％が進学しており、そのうちの94.2％が全日制高校に

進学しています。

＜中学卒業者の状況（平成 28 年 3 月卒業者）＞

（単位：人）

資料：学校教育課
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３ 児童福祉施設等の状況

八女市には現在３か所の公立保育所と16か所の私立保育園、１か所の私立幼稚園と４か

所の認定こども園があり、また、３か所のその他保育施設があります。

＜在園児数の推移＞

（単位：人）

※認定こども園は平成27年度から４園が幼稚園より移行、公立保育所は平成27年度から1園が、

28 年度からもう 2 園が民営化
資料：子育て支援課（各年 5月 1日現在）

＜保育料と利用者数の状況＞

１号認定

※表中「内要保護」とは、ひとり親世帯等及び在宅障がい児（者）がいる世帯の子どもをいう。
資料：子育て支援課（平成 28 年 12 月 1日現在）

保育の必要性の認定について

平成 24年 平成 25 年 平成 26年 平成 27年 平成 28 年

公立保育所 656 528 514 462 343

私立保育園 860 967 1,017 1,039 1,190

その他施設 62 63 82 68 83

幼稚園 498 510 462 74 56

認定こども園 492 411

階層区分
利用者数（人） 分布割合（％）

内要保護 内要保護

生活保護世帯 0 0 0.0 0.0

市民税非課税世帯 45 11 10.7 24.4

市民税所得割 77,100 円以下 96 10 22.7 10.4

市民税所得割 77,101 円以上 211,200 円以下 210 0 49.8 0.0

市民税所得割 211,201 円以上 71 0 16.8 0.0

合計 422 21 100 5.0

1号認定子ども：（幼稚園・認定こども園利用）満3歳以上の学校教育のみ（保育の必要

性なし）の就学前の子ども

2号認定子ども：（保育園・認定こども園利用）満3歳以上の保育の必要性の認定を受け

た就学前の子ども【保育を必要とする子ども】

3号認定子ども：（保育園・認定こども園・小規模保育施設利用）満3歳未満の保育の必

要性の認定を受けた就学前の子ども【保育を必要とする子ども】
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２号認定、３号認定

資料：子育て支援課（平成 28 年 12 月 1日現在）

階層区分
利用者数（人） 分布割合（％）

内要保護 内要保護

生活保護世帯 1 0 0.1 0

市民税非課税世帯 259 128 14.6 49.4

市民税所得割 48,600 円未満 346 85 19.5 24.9

市民税所得割 48,600 円以上 97,000 円未満 481 42 27.1 8.7

市民税所得割 97,000 円以上 169,000 円未満 445 0 25.1 0

市民税所得割 169,000 円以上 301,000 円未満 203 0 11.4 0

市民税所得割 301,000 円以上３97,000 円未満 28 0 1.6 0

市民税 397,000 円以上 12 0 0.7 0

合計 1,775 255 100 14.4
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４ 相談支援の状況

家庭児童相談室への相談件数をみると、相談延べ件数は3,000件を超える数となっており、

相談実件数については増加傾向となっています。

＜家庭児童相談室 相談件数（年度別）＞

（単位：件）

資料：子育て支援課

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

実件数 延件数 実件数 延件数 実件数 延件数 実件数 延件数 実件数 延件数

1 養護相談 125 1,766 165 1,789 167 1,848 127 1,535 155 1,872

幼児虐待相談 101 1,558 126 1,572 45 699 35 248 60 449

その他の相談 24 208 39 217 122 1149 92 1,287 95 1,423

2 保健相談 10 365 9 152 7 55 1 15 5 115

3 障害相談 55 422 67 504 53 486 27 375 32 326

肢体不自由相談 5 22 3 36 3 34 3 36 2 39

視聴覚障害相談 0 0 0 0 1 28 1 3 1 3

言語発達障害相談 1 5 9 32 6 14 1 14 1 1

重症心身障害者相談 3 31 2 14 3 5 0 0 0 0

知的障害相談 31 197 31 186 27 319 16 234 14 166

自閉症等相談 15 167 22 236 13 86 6 88 14 117

4 非行相談 18 314 35 252 20 345 20 527 12 111

ぐ犯行為等相談 14 172 27 151 16 299 20 527 12 111

触法行為相談 4 142 8 101 4 46 0 0 0 0

5 育成相談 58 406 61 537 62 501 45 386 39 260

性格行為相談 30 210 23 246 32 166 22 165 14 110

不登校相談 18 133 23 251 15 200 17 168 13 119

適正相談 2 4 0 0 7 101 3 45 2 3

育児・しつけ相談 8 59 15 40 8 34 3 8 10 28

6 その他相談 36 249 76 222 38 207 134 355 114 478

合計 302 3,522 413 3,456 347 3,442 354 3,193 357 3,162
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要保護児童対策地域協議会において把握した要保護児童数をみると、年々増加しています。

＜要保護児童対策地域協議会で把握した要保護児童数＞

（単位：人）

資料：子育て支援課

※要保護児童とは、児童福祉法第６条の３に規定する「要保護児童（保護者のない児童又は保護者に監護させる

ことが不適当であると認められる児童）」であり、虐待を受けた子どもに限られず、非行児童なども含まれる。

また、子どもの障がいや病気などにより特に保護者や家庭に支援が必要な家庭の子どもも含まれる。

※八女市では、要保護児童対策地域協議会で、乳幼児部会と学校教育部会の２部会に分けて、年に２回実務者

会議を開催し、保護児童の現状把握と支援方法の確認や進行管理を行っている。

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

学校部会 113 198 246 304 356

乳幼児部会 44 98 126 173 174

計 157 296 372 477 530
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第３節 経済状況

１ 就労の状況

女性の年代別就業状況を見ると、全国、県と比較した場合、いずれの年代においてもおお

よそ10ポイント程度上回っており、本市において女性の就業率は高くなっています。

また、男性の年代別就業状況でも、わずかではありますが、全国、県の数値を上回ってい

ます。

＜女性の年代別就業率＞

資料：平成 22 年 国勢調査

＜男性の年代別就業率＞

資料：平成 22 年 国勢調査
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２ 生活保護世帯・児童扶養手当受給者等の状況

生活保護世帯の状況を見ると、総数が389世帯、476人で、保護率は7.2‰（平成28

年11月末現在）となっています。なお、生活保護世帯の子どもは23人です。

＜生活保護世帯の状況＞

（単位：世帯、人）

資料：福祉課（平成 28 年 11 月末）

‰：千分率。全体を 1,000 とした時の割合。

生活保護世帯数の推移をみると、平成22年から減少傾向で、平成27年まではおおむね

横ばいとなっています。平成28年からは、いわゆる団塊の世代の介護や病気の影響で増加

傾向になると思われます。

＜生活保護世帯数の推移＞

資料：福岡県の生活保護

※平成 27 年は生活保護速報より推計

保護の種類

総数 生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助 その他

世帯数 389 300 245 10 97 348 7

人員 476 373 302 14 99 401 8

生活保護率

全国 16.9‰ 福岡県 25.4‰ 北筑後 8.4‰ 八女市 7.2‰

平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年

世帯数（世帯） 417 405 384 375 374 370

人員(人) 548 534 490 470 449 439

保護率（‰） 7.8 7.7 7.2 7.0 6.7 6.7

保護率（福岡県） 24.6 25.2 25.5 25.2 24.9 25.8
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児童扶養手当支給対象世帯の状況を見ると、離婚、次いで未婚の割合が高くなっており、

総数が635世帯となっています。

＜児童扶養手当支給対象世帯の状況＞

（単位：世帯）

資料：子育て支援課（平成 28 年 11 月末）

児童扶養手当の受給世帯数は630世帯前後で、おおむね横ばいとなっています。

＜児童扶養手当受給世帯数の推移＞

資料：子育て支援課

計 離婚 死別 未婚 障がい 遺棄

母子世帯 569 5１3 2 57 ８ 2

父子世帯 53 46 4 0 3 0

支給世帯総数 635

Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 H28 年度

受給世帯数 665 619 615 628 611 635



八女市子どもの貧困対策推進計画

第２章 八女市の概況

22

就学援助の対象者数割合は、年々増加の傾向にあります。小・中学校を合わせると平成23

年度から平成27年度の比較で3.3％増加しています。

就学援助の制度については、入学時、毎年進級時に説明を行っています。

＜要保護・準要保護児童・生徒数の推移＞

資料：学校教育課（毎年５月１日現在）

※要保護児童・生徒とは、保護者が生活保護を受けている、または保護を受けていないが保護を必

要とする状態にある児童・生徒のこと

※準要保護児童・生徒とは、保護者が要保護者に準ずる程度に経済的に困窮している児童・生徒

のこと

【小学校】

年度 児童数 要保護 準要保護 計 割合

平成 23 年度 3,470 22 297 319 9.2

平成 24 年度 3,397 17 324 341 10.0

平成 25 年度 3,290 12 353 365 11.1

平成 26 年度 3,178 6 374 380 12.0

平成 27 年度 3,176 3 400 403 12.7

【中学校】

年度 生徒数 要保護 準要保護 計 割合

平成 23 年度 1,716 18 182 200 11.7

平成 24 年度 1,608 13 186 199 12.4

平成 25 年度 1,517 10 194 204 13.4

平成 26 年度 1,562 6 224 230 14.7

平成 27 年度 1,512 4 215 219 14.5

【小・中合計】

年度 児童・生徒数 要保護 準要保護 計 割合

平成 23 年度 5,186 40 479 519 10.0

平成 24 年度 5,005 30 510 540 10.8

平成 25 年度 4,807 22 547 569 11.8

平成 26 年度 4,740 12 598 610 12.9

平成 27 年度 4,688 7 615 622 13.3
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第４節 市民アンケート結果から見える状況

１ 調査概要

○調査地域 ：八女市全域

○調査対象者：市内のすべての小学1年生保護者、中学1年生保護者、中学1年生生徒

○調査期間 ：平成28年 10月～11月

○調査方法 ：郵送による配布・回収

※本調査による「生活困難層」の定義

本調査においては、「世帯年収（問 30）についての質問の回答」を表１の「世帯人数ごとの相

対的貧困層となる区分」に当てはめ、該当する層を生活困難層としています。

ただし、世帯年収についての回答がない票については、「はく奪指標」である「食料が買えない、

または公共料金が支払えないことがあったか」（問 32①④）のどちらかで「よくあった」「ときど

きあった」と回答した票についても、生活困難層としています。

ただし、今回の定義は調査結果分析のための便宜上のものであり、国が公表している相対的貧

困率と比較できるものではありません。

また、生活困難世帯の割合はおおむね 18％となっており、その世帯数は全回答者約 220 世帯の

うち 40世帯程度であるため、細かい数値については、注意が必要です（ある回答に対する１世帯

または１人分にあたるパーセントが、生活困難世帯では 2.5％分、非生活困難世帯では 0.56％分

となるため）。

問30 上記で答えていただいた、世帯全体の１年間の収入（税込）を合計した総額を教えてください。

（１つに○）

対象 配布数（Ａ） 回収票数（Ｂ） 回収率
（Ｂ）

（Ａ）

小学 1年生保護者 490 226 46.1％

中学 1年生保護者 519 220 42.4％

中学 1年生生徒 519 220 42.4％

１ 50万円未満 ９ 400～450万円未満

２ 50～100万円未満 10 450～500万円未満

３ 100～150万円未満 11 500～600万円未満

４ 150～200万円未満 12 600～700万円未満

５ 200～250万円未満 13 700～800万円未満

６ 250～300万円未満 14 800～1,000万円未満

７ 300～350万円未満 15 1,000万円以上

８ 350～400万円未満 16 わからない
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表１ 世帯人数ごとの相対的貧困層となる区分

内閣府 平成23年度「親と子の生活意識に関する調査」概要 より

問32 あなたの世帯では、過去１年の間に、お金が足りなくて、以下のものが買えないこと・支払え

ないことがありましたか。（それぞれ、１つに○）

２ 団体ヒアリング等の実施概要

市民アンケートを補足するために次のとおり実施しています。

○調査方法 ：聞き取り

貧困線 対応する世帯年収
相対的貧困層と

なる区分

小１

保護者

中１

保護者

2人世帯 177万円 196万円 200万円未満 2件 6件

3人世帯 217万円 249万円 250万円未満 5件 7件

4人世帯 250万円 288万円 250万円未満 9件 3件

5人世帯 280万円 321万円 300万円未満 7件 9件

6人世帯 306万円 352万円 350万円未満 9件 8件

7人世帯 331万円 390万円 350万円未満 4件 3件

8 人以上世帯 354万円 417万円 400万円未満 1件 3件

よくあった ときどきあった まれにあった まったくなかった

①家族が必要とする食料

（嗜好品は含みません）
１ ２ ３ ４

④電気やガスなど公共料金の未払い １ ２ ３ ４

対象団体 対象者

保育園・保育所 主任保育士

民生委員・主任児童委員協議会 主任児童委員

公立小・中学校 養護教諭

教育委員会 スクールソーシャルワーカー

子ども食堂 代表者

家庭児童相談室 家庭児童相談員

母子生活支援施設 母子支援員

市内高校・定時制高校 教頭

要保護児童対策地域協議会 事務局 保健師
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３ 調査結果の概要

■生活困難世帯の経済状況

家庭の暮らし向きについての質問（問31）の回答をみると、生活困難世帯の方が「大変

苦しい」の割合が高くなっています。生活困難世帯では、小学生の保護者の72.5％、中学生

の保護者82.0％は家庭の暮らしは総合的に見て「大変苦しい」か「苦しい」と答えています。

そうでない世帯では、小学生の保護者の44.0%、中学生保護者の52.3％となっています。

（※この結果は、次ページの国の調査結果から得られる傾向と同様のものとなっています。）

一方、子どもから見た家庭の経済状況は、中学生の回答をみると（問26）、「大変苦しい」

と「苦しい」を合わせると33.3％となり、非生活困難世帯の15.6％と差がみられます。し

かし、保護者との回答82.0％と比較すると大きくかい離しており、親の見方に比べ楽観的に

考えているのか、家庭の経済状況を把握していないとも考えらます。

また、お金が足りなくて、ものが買えないこと・支払えないことがありましたかの回答（問

32）を見ると、生活困難世帯では、「よくあった」「時々あった」を加えると、食料、衣類、

文具、公共料金、家賃のすべてが10％を超えており、特に小学生では衣類、家賃が22.5％

となっており、中学生では食料、衣類が25％を超える高い値となっています。

非生活困難世帯では、どの値も10％以下となっています。

□現在の暮らしの状況を総合的にみて、どう感じていますか。（保護者 問 31、生徒 問 26）

【小１保護者生活困難度別グラフ】

※ 図表中の「Ｎ」は、集計対象者総数を表しています。
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41.0

10.6

41.0

41.7

15.4

41.1

2.6

4.4

0.0

0.6

0.0

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活困難世帯

(N=39)

非生活困難世帯

(N=180)

大変苦しい やや苦しい ふつう

ややゆとりがある 大変ゆとりがある 不明・無回答

<単数回答>

【中１保護者生活困難度別グラフ】

【中１生徒生活困難度別グラフ】

＜全国結果＞平成 23年度「親と子の生活意識に関する調査」より

47.4

11.9

38.0

32.4

14.0

43.9

0.5

10.2

0.0

1.5

0.2

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相対的貧困層

(N=437)

相対的貧困でな

い層(N=2,649)

大変苦しい やや苦しい ふつう

ややゆとりがある 大変ゆとりがある 不明・無回答

<単数回答>

7.7

1.1

25.6

14.5

59.0

64.2

7.7

16.2

0.0

3.4

0.0

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活困難世帯

(N=39)

非生活困難世帯

(N=179)

大変苦しい やや苦しい 普通

ややゆとりがある 大変ゆとりがある 不明・無回答

<単数回答>
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2.5

5.0

2.5

5.0

5.0

10.0

17.5

10.0

12.5

17.5

25.0

22.5

12.5

15.0

12.5

57.5

50.0

67.5

62.5

57.5

5.0

5.0

7.5

5.0

7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家族が必要とする食料

（嗜好品は含みません）

②家族が必要とする衣料（高価な衣

服や貴金属・宝飾品は含みません）

③子どもが必要とする

文具や教材

④電気やガスなど

公共料金の未払い

⑤家賃やローンの滞納

よくあった ときどきあった まれにあった

まったくなかった 不明・無回答

<単数回答>
N=40

0.5

1.1

1.1

1.1

1.1

2.7

7.6

3.3

2.7

2.7

8.2

12.0

3.3

7.1

6.5

82.1

73.4

85.9

83.2

83.7

6.5

6.0

6.5

6.0

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家族が必要とする食料

（嗜好品は含みません）

②家族が必要とする衣料（高価な衣

服や貴金属・宝飾品は含みません）

③子どもが必要とする

文具や教材

④電気やガスなど

公共料金の未払い

⑤家賃やローンの滞納

よくあった ときどきあった まれにあった

まったくなかった 不明・無回答

<単数回答>
N=184

□お金が足りなくて、以下のものが買えないこと・支払えないことがありましたか。（保護者 問 32）

【小１保護者生活困難世帯】

【小１保護者非生活困難世帯】
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7.7

23.1

2.6

7.7

2.6

20.5

12.8

15.4

5.1

10.3

15.4

15.4

7.7

10.3

2.6

56.4

48.7

71.8

76.9

82.1

0.0

0.0

2.6

0.0

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家族が必要とする食料

（嗜好品は含みません）

②家族が必要とする衣料（高価な衣

服や貴金属・宝飾品は含みません）

③子どもが必要とする

文具や教材

④電気やガスなど

公共料金の未払い

⑤家賃やローンの滞納

よくあった ときどきあった まれにあった

まったくなかった 不明・無回答

<単数回答>
N=39

0.0

1.1

0.6

2.8

1.7

6.7

8.9

3.9

2.8

4.4

12.2

19.4

7.2

8.9

3.9

76.1

66.1

83.9

81.7

83.9

5.0

4.4

4.4

3.9

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家族が必要とする食料

（嗜好品は含みません）

②家族が必要とする衣料（高価な衣

服や貴金属・宝飾品は含みません）

③子どもが必要とする

文具や教材

④電気やガスなど

公共料金の未払い

⑤家賃やローンの滞納

よくあった ときどきあった まれにあった

まったくなかった 不明・無回答

<単数回答>
N=180

【中１保護者生活困難世帯】

【中１保護者非生活困難世帯】
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7.7

12.8

15.4

20.7

28.2

27.4

15.4

12.3

10.3

11.2

20.5

13.4

2.6

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活困難世帯

(N=39)

非生活困難世帯

(N=179)

上のほう やや上のほう まん中あたり やや下のほう

下のほう わからない 不明・無回答

<単数回答>

■子どもの学業成績と塾など

学校の成績を自己回答してもらった結果（問13）、生活困難世帯が「上のほう」「やや上

のほう」を合わせた数値は23.1％と、非生活困難世帯の33.5％より低くなっています。

また、学校の授業の理解度に関して比較すると、「よくわかっている」「だいたいわかって

いる」を合わせた数値は生活困難世帯74.3％、非生活困難世帯は88.5％となっており、生

活困難世帯の子どもの理解度がやや低くなっています。

なお、中１保護者回答による塾、家庭教師、通信教育、勉強の習い事の利用状況（問7）

は、生活困難世帯が28.2％、非生活困難世帯が40.0％と差があります。（複数回答の合計）

□自分の成績が、学年の中でどれくらいだと思うか（生徒 問 13）

【中１生徒生活困難度別グラフ】
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2.5

0.0

2.5

10.0

20.0

25.0

2.5

42.5

10.0

5.4

0.5

7.1

13.6

33.2

40.2

3.3

27.7

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

学習塾・進学塾

家庭教師

通信教育

英会話・珠算などの

勉強の習い事

絵画・音楽・習字などの

芸術の習い事

スポーツ

その他

塾や習い事はしていない

不明・無回答

生活困難世帯(N=40) 非生活困難世帯(N=184)

<複数回答>

20.5

0.0

2.6

5.1

20.5

17.9

2.6

43.6

5.1

26.1

1.1

6.1

6.7

24.4

24.4

3.3

28.3

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

学習塾・進学塾

家庭教師

通信教育

英会話・珠算などの

勉強の習い事

絵画・音楽・習字などの

芸術の習い事

スポーツ

その他

塾や習い事はしていない

不明・無回答

生活困難世帯(N=39) 非生活困難世帯(N=180)

<複数回答>

□お子さんは、現在、費用がかかる塾に行ったり、習い事をしたりしていますか（保護者 問 7）

【小１保護者生活困難度別グラフ】

【中１保護者生活困難度別グラフ】
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60.0

82.5

42.5

20.0

7.5

0.0

10.0

83.7

88.6

46.7

25.5

9.8

0.0

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

友だち関係

学校での様子

学習関係

将来の夢

その他

知らない・話をしない

不明・無回答

生活困難世帯(N=40) 非生活困難世帯(N=184)

<複数回答>

■親と子の関係

親子の関係を見る指標として、「お子さんについて知っていたり、よく話をしたりすること

はどのようなことですか」（問9）の回答を見ると、小１保護者については、友達関係で生活

困難世帯が60.0％、非生活困難世帯が83.7％と差があるものの、学校での様子、学習関係、

将来の夢などについては、ほとんど差はみられません。また、中１保護者については、すべ

ての項目で大きな差はみられません。

なお、中学校１年生においては、自分に良いところがあると感じている生徒ほど、将来の

夢についてはよく話している傾向があります。

□お子さんについて知っていたり、よく話をしたりすることはどのようなことですか（保護者 問 9）

【小１保護者生活困難度別グラフ】
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79.5

87.2

51.3

23.1

15.4

0.0

2.6

73.3

81.1

47.8

25.0

14.4

1.1

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

友だち関係

学校での様子

学習関係

将来の夢

その他

知らない・話をしない

不明・無回答

生活困難世帯(N=39) 非生活困難世帯(N=180)

<複数回答>

【中１保護者生活困難度別グラフ】

【子どもについて知っていたり話したりすること（中 1 保護者）×自分によいところがあると思うか（中 1 生徒）】

単位：％

<複数回答>

友
だ
ち
関
係

学
校
で
の
様
子

学
習
関
係

将
来
の
夢

そ
の
他

知
ら
な
い
・

話
を
し
な
い

不
明
・
無
回
答

そう思う(N=85) 81.2 77.6 51.8 28.2 18.8 0.0 3.5

どちらかといえば

そう思う(N=95)
69.1 86.2 42.6 23.4 11.7 1.1 3.2

どちらかといえば

そう思わない(N=29)
69.0 82.8 55.2 20.7 17.2 3.4 0.0

そう思わない(N=9) 88.9 88.9 66.7 11.1 0.0 0.0 0.0
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45.0

44.0

10.0

7.1

32.5

40.2

2.5

3.8

2.5

0.0

7.5

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活困難世帯

(N=40)

非生活困難世帯

(N=184)

よい まあよい ふつう あまりよくない よくない 不明・無回答

<単数回答>

38.5

40.0

10.3

9.4

35.9

45.6

7.7

3.9

2.6

0.0

5.1

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活困難世帯

(N=39)

非生活困難世帯

(N=180)

よい まあよい ふつう あまりよくない よくない 不明・無回答

<単数回答>

■親子の健康状態と子どもの生活習慣

親の健康状態について（問17）の回答を見ると、生活困難世帯では小１保護者で2.5％、

中１保護者で2.6％よくないという回答がみられました。（各１世帯がよくないと回答したこ

ととなります。）

子どもの健康状態として、虫歯の状況や（問6）、医師、歯科医師への通院状況（問11⑥、

⑦）の回答を見ると、生活困難世帯、非生活困難世帯において差はみられません。

子どもの生活習慣として、お子さんは、朝ご飯を毎日食べていますか（問2）の回答を見

ると、生活困難世帯では小１保護者では75.0％、非生活困難世帯では91.8％と差がありま

すが、中１保護者では84.6％、86.7％とほぼ差はありません。

□あなたの現在の健康状態は、いかがですか。（保護者 問 17）

【小１保護者生活困難度別グラフ】

【中１保護者生活困難度別グラフ】
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10.0

6.0

7.5

8.2

52.5

48.4

22.5

32.1

0.0

2.2

7.5

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活困難世帯

(N=40)

非生活困難世帯

(N=184)

ある（治療していない） ある（現在治療中） あった（治療済み）

ない わからない 不明・無回答

<単数回答>

5.1

6.1

0.0

4.4

53.8

55.6

33.3

27.8

5.1

3.3

2.6

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活困難世帯

(N=39)

非生活困難世帯

(N=180)

ある（治療していない） ある（現在治療中） あった（治療済み）

ない わからない 不明・無回答

<単数回答>

□お子さんには、現在むし歯がありますか。または過去にむし歯がありましたか。（保護者 問 6）

【小１保護者生活困難度別グラフ】

【中１保護者生活困難度別グラフ】
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62.5

62.5

87.5

35.0

35.0

82.5

77.5

20.0

17.5

2.5

42.5

17.5

2.5

7.5

7.5

12.5

2.5

12.5

32.5

5.0

5.0

10.0

7.5

7.5

10.0

15.0

10.0

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①子どもの年齢に合った本

②子どもが欲しがる服

③お誕生日のお祝い

④おこづかい

⑤１年に１回くらいの

家族旅行

⑥医者への通院

⑦歯医者への通院

与えている 与えていない

経済的に与えられない 不明・無回答

<単数回答>
N=40

79.9

76.1

93.5

21.7

63.6

92.9

77.7

14.1

15.8

3.3

71.7

17.4

2.7

16.8

1.6

4.9

0.0

2.2

14.7

1.1

1.6

4.3

3.3

3.3

4.3

4.3

3.3

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①子どもの年齢に合った本

②子どもが欲しがる服

③お誕生日のお祝い

④おこづかい

⑤１年に１回くらいの

家族旅行

⑥医者への通院

⑦歯医者への通院

与えている 与えていない

経済的に与えられない 不明・無回答

<単数回答>
N=184

□あなたはお子さんに、以下の事を与えて、または、させていますか。（保護者 問 11⑥、⑦）

【小１保護者生活困難世帯】

【小１保護者非生活困難世帯】
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41.0

59.0

87.2

59.0

48.7

92.3

71.8

41.0

15.4

5.1

28.2

23.1

5.1

20.5

10.3

15.4

2.6

7.7

25.6

0.0

0.0

7.7

10.3

5.1

5.1

2.6

2.6

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①子どもの年齢に合った本

②子どもが欲しがる服

③お誕生日のお祝い

④おこづかい

⑤１年に１回くらいの

家族旅行

⑥医者への通院

⑦歯医者への通院

与えている 与えていない

経済的に与えられない 不明・無回答

<単数回答>
N=39

61.1

82.8

83.3

67.2

55.0

88.9

76.7

34.4

10.0

12.2

25.6

28.3

7.2

18.3

1.7

2.2

1.7

3.3

12.8

0.0

0.6

2.8

5.0

2.8

3.9

3.9

3.9

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①子どもの年齢に合った本

②子どもが欲しがる服

③お誕生日のお祝い

④おこづかい

⑤１年に１回くらいの

家族旅行

⑥医者への通院

⑦歯医者への通院

与えている 与えていない

経済的に与えられない 不明・無回答

<単数回答>
N=179

【中１保護者生活困難世帯】

【中１保護者非生活困難世帯】
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75.0

91.8

10.0

3.3

5.0

2.2

0.0

0.0

2.5

0.0

0.0

0.0

7.5

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活困難世帯

(N=40)

非生活困難世帯

(N=184)

毎日食べる 週に５、６日は食べる 週に３、４日は食べる

週に１、２日は食べる ほとんど食べない その他

不明・無回答

<単数回答>

84.6

86.7

7.7

5.0

2.6

1.7

2.6

3.3

0.0

0.0

0.0

0.0

2.6

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活困難世帯

(N=39)

非生活困難世帯

(N=180)

毎日食べる 週に５、６日は食べる 週に３、４日は食べる

週に１、２日は食べる ほとんど食べない その他

不明・無回答

<単数回答>

□お子さんは、１週間に朝ごはんをどれくらい食べていますか。（保護者 問 2）

【小１保護者生活困難度別グラフ】

【中１保護者生活困難度別グラフ】
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0.0

15.0

25.0

7.5

35.0

0.0

5.0

12.5

0.5

16.8

15.2

4.9

46.7

1.1

8.7

6.0

0% 20% 40% 60%

中学校まで

高等学校まで

専門学校まで

（高卒後に進学するもの）

短期大学・高等専門学校まで

大学まで

大学院まで

その他

不明・無回答

生活困難世帯(N=40) 非生活困難世帯(N=184)

<単数回答>

■保護者と子どもの進学期待値

保護者が子どもに、どの段階までの教育を受けさせたいかについての回答（問12）では、

小１保護者では生活困難の有無にかかわらず「大学まで」が、生活困難世帯35.0％、非生活

困難世帯46.7％と最も高くなっていますが、生活困難世帯の中１保護者では「高校まで」が

33.3％となり、「大学まで」30.8％とほぼ同じ割合となっています。

子どもに対して聞いた、あなたは将来どの学校まで行きたいですかの回答（問27）では、

生活困難世帯では、「高校まで」が48.7％、非生活困難世帯では「大学」までが43.6％と

最も高くなっています。

また、現実的にどの学校まで行くことになるか（問28）の回答では、生活困難世帯では

「高校まで」の回答が69.2％となっています。さらに、なぜそう思うかの回答（問29）の

回答では、生活困難世帯では「家庭に経済的余裕がないから」の割合が高くなっています。

□あなたはお子さんに、どの段階までの教育を受けさせたいですか（保護者 問 12）

【小１保護者生活困難度別グラフ】
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0.0

33.3

15.4

12.8

30.8

0.0

2.6

5.1

0.0

20.0

18.3

6.7

45.6

0.6

2.8

6.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

中学校まで

高等学校まで

専門学校まで

（高卒後に進学するもの）

短期大学・高等専門学校まで

大学まで

大学院まで

その他

不明・無回答

生活困難世帯(N=39) 非生活困難世帯(N=180)

<単数回答>

【中１保護者生活困難度別グラフ】

＜全国結果＞平成 23年度「親と子の生活意識に関する調査」より

0.0

34.3

15.3

6.4

34.6

0.9

1.4

6.6

0.5

0.1

11.8

8.9

6.4

61.6

3.4

1.8

5.5

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

中学校まで

高等学校まで

専門学校まで

（高卒後に進学するもの）

短期大学・高等専門学校まで

大学まで

大学院まで

その他

特に理想はない

不明・無回答

相対的貧困層(N=437) 相対的貧困でない層(N=2649)

<単数回答>
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0.0

48.7

10.3

7.7

23.1

0.0

0.0

10.3

0.0

32.4

11.7

7.3

43.6

1.7

2.8

0.6

0% 20% 40% 60%

中学校まで

高等学校まで

専門学校まで

（高卒後に進学するもの）

短期大学・高等専門学校まで

大学まで

大学院まで

その他

不明・無回答

生活困難世帯(N=39) 非生活困難世帯(N=179)

<単数回答>

2.6

69.2

7.7

2.6

17.9

0.0

0.0

0.0

1.1

39.1

12.8

6.1

36.9

0.6

2.8

0.6

0% 20% 40% 60% 80%

中学校まで

高等学校まで

専門学校まで

（高卒後に進学するもの）

短期大学・高等専門学校まで

大学まで

大学院まで

その他

不明・無回答

生活困難世帯(N=39) 非生活困難世帯(N=179)

<単数回答>

□あなたは、将来どの学校まで行きたいと思いますか（生徒 問 27）

【生活困難度別グラフ】

□あなたは、現実的には、どの学校まで行くことになると思いますか（生徒 問 28）

【生活困難度別グラフ】
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41.0

25.6

25.6

10.3

12.8

5.1

12.8

0.0

40.2

29.6

24.6

12.3

6.1

3.9

9.5

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

それが自分の希望だから

普通その学校までは

行くと思うから

自分の学力から考えて

保護者がそう希望しているから

家庭に経済的余裕がないから

その他

特に理由はない

不明・無回答

生活困難世帯(N=39) 非生活困難世帯(N=179)

<複数回答>

□あなたが問 28 のように考える理由は何ですか（生徒 問 29）

【生活困難度別グラフ】
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22.5

17.5

17.5

10.0

22.5

30.0

32.5

77.5

17.5

37.5

0.0

2.5

5.0

0.0

25.5

19.0

18.5

4.3

13.6

17.9

23.9

64.7

12.0

21.2

1.1

4.9

7.1

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どものことや生活のことなど悩みごとを

相談できること

同じような悩みを持った人同士が

知り合えること

地域の人同士の助け合い活動・

組織があること

離婚のことや養育費のことなどについて

相談できること

病気や障がいのことなどについて専門的な

相談が受けられること

住宅を探したり住宅費を軽減したりする

ための支援が受けられること

病気や出産、事故などの事情があったときに

一時的に子どもを預けられること

子どもの就学にかかる費用が軽減されること

一時的に必要な資金を借りられること

就職・転職のための支援が受けられること

その他

わからない

特にない

不明・無回答

生活困難世帯(N=40) 非生活困難世帯(N=184)

<複数回答>

■支援について

あなたが現在必要としていること、重要だと思う支援などはどのようなものですか（問36）

の回答では、小１保護者、中１保護者ともに、「子どもの就学にかかる費用が軽減されること」

が突出しています。

また、小１保護者の生活困難世帯では、「住宅を探したり住宅費を軽減したりするための支

援が受けられること」「子どもの就学にかかる費用が軽減されること」「就職・転職のための

支援が受けられること」で非生活困難世帯より特に高くなっています。

□現在必要としていること、重要だと思う支援等はどのようなものですか。（保護者 問 36）

【小１保護者生活困難度別グラフ】
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7.7

10.3

12.8

2.6

5.1

20.5

10.3

79.5

12.8

28.2

2.6

2.6

10.3

2.6

23.3

10.0

10.0

5.6

9.4

13.9

8.9

75.0

15.6

26.1

2.8

2.8

5.0

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どものことや生活のことなど悩みごとを

相談できること

同じような悩みを持った人同士が

知り合えること

地域の人同士の助け合い活動・

組織があること

離婚のことや養育費のことなどについて

相談できること

病気や障がいのことなどについて専門的な

相談が受けられること

住宅を探したり住宅費を軽減したりする

ための支援が受けられること

病気や出産、事故などの事情があったときに

一時的に子どもを預けられること

子どもの就学にかかる費用が軽減されること

一時的に必要な資金を借りられること

就職・転職のための支援が受けられること

その他

わからない

特にない

不明・無回答

生活困難世帯(N=39) 非生活困難世帯(N=180)

<複数回答>

【中１保護者生活困難度別グラフ】
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第５節 現状から見える課題

調査の結果から、世帯の経済的な状況から学習の機会やさまざまな体験機会に差が出てお

り、進路選択にも影響が出ていると言えます。また、経済的に困難な状況にある世帯の子ど

もでは保護者の影響もあり基本的な生活習慣が十分に確立されていないことがあります。

そして、子どもの学校生活に関わる物品や教育費等への支払いに困難が生じています。経

済的に困難な状況に陥る背景として、保護者の職の不安定さや非正規雇用による収入の減少

という状況が見られます。

これらのほかにも、経済的に困難な状況に陥る要因としては、借金、父母間の不和やDV、

保護者の精神疾患や不安定、保護者のギャンブルなどへの依存、保護者または子どものしょ

うがいや病気、養継親子関係・内縁親子関係、外国にルーツを持つ家庭の抱える困難、若年

出産等、さまざまな生活課題を抱えている家庭が多く、このため家庭の中にさまざまな不安

や困難が複合し、そのためのストレスにより、保護者が子どもと向き合うゆとりがない状態

となっていることがあります。

八女市において、子どもの貧困対策を進めるにあたっては、経済的課題を抱える子どもだ

けではなく、すべての子どもが良好な環境のもとに生まれ、かつ、社会のあらゆる分野にお

いて、子どもの年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先

して考慮され、心身ともに健やかに育成されるよう進めていくことが必要です。

以下は、市民アンケートや団体ヒアリング、統計データ、八女市子どもの貧困対策推進計

画策定委員会の意見などから拾い上げた経済的に困難な状況にある子どもとその世帯におけ

る課題を教育・生活・就労・経済の分野ごとに網羅的に抽出したものです。

１ 経済的に困難な状況にある世帯における分野ごとの課題

■□教育分野

○塾や習い事に行く機会に差が生じている。

○学校生活を楽しめている割合が低くなる傾向がある。

○自己肯定感が低くなる傾向がある。

○将来大学まで行くつもりの子どもの割合が低くなる傾向がある。

○ひとり親家庭の子どもでは、自分の学力が心配で、大学に行かないと考えている割合が高い。

○成績が悪くても保護者から何も言われないため不安に感じるという意見がみられる。

○習い事や学習支援に関するわかりやすい情報の提供が求められている。
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■□生活分野

○ひとり親世帯については、生活困難な状況はより強くみられる。

○菓子パンを朝食としていたり、お菓子を食事に置き換える等の傾向もあり、食生活へのアドバ

イスが求められている。

○カレーやお菓子等好きなものは食べるが、野菜やみそ汁を食べないなど健康的な食習慣が確立

されていない。

○子ども食堂の認知度が低い、また本当に必要な方に支援が届いているか考えることが必要である。

○保護者への精神面での支援が求められている。

○保護者の精神的な病気やギャンブル依存症への対応が必要である。

○深夜に子どもを連れて飲食店を利用することが常態化するなど、生活習慣が乱れている。

○保護者が夜遅くまで不在にしており、子どもとかかわりが持てていない。

○子どもへのしつけができない保護者がみられる。

○保護者が子どもの状態（社会性の欠如、発達の遅れなど）を理解できない・理解しようとしない。

○保護者にカウンセリングが必要であるにもかかわらず、拒否されることがある。

○体や心に障がいを持つ児童のための支援施設の定員が足りていない。

○親子間や、兄弟間のトラブルを解決するための、間係者間を一旦落ち着かせる一時保護をする

場所が必要である。

○保護者が外国籍で支援の連絡がうまく伝えることができなかったり、不十分なときがある。

○家庭児童相談室への相談実件数が増加傾向にある。

○準要保護児童・生徒数が年々増加の傾向にある。

■□就労分野

○保護者が定職につけていないことで家庭が不安定になる。

○保護者が正社員・正規職員である割合が低くなっている。

○夜間の仕事を選ばざるをえず、子どもの生活習慣に影響がみられることがある。

■□経済分野

○養育費、学費、医療費、給食費、社会保障費等の負担が大きいという意見がみられる。

○自営業で収入が不安定という意見がみられる。

○子どもを希望する大学に行かせられるかが不安という意見がみられる。

○入学祝い金を入学前に欲しいという意見がみられる。

○給食費を引き落としにしてほしいという意見がみられる。

○体操服等の学用品が十分に与えられていない状況がみられる。
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第３章 計画の基本方針

第１節 基本理念

人口減少や高齢化による支援が必要な人を支える世代の減少、核家族化による子育て中の

保護者の孤立、子育て知識の不足、雇用形態の変化、経済状況が不安定になることによる収

入の減少など、子育て家庭を取り巻くさまざまな環境の変化は、子どもたちの将来に影響を

及ぼしています。

本市においては、これまでも経済的に困難な状況にある家庭の支援を進めてきました。し

かし、困難な状況にあるにもかかわらず、十分な支援につながっていない子どもがいること

がわかってきました。そのため、本計画では、子どもの将来がその生まれ育った環境に左右

されることのないよう、また、貧困が世代を超えて連鎖することがないよう、すべての子ど

もが夢と希望を持って成長していける環境づくりを推進することが求められます。

「やめっこ」は八女市の将来を担っていく大切な「宝」です。その子どもたちが、将来に

対する希望を何物にも縛られず自由にもつことができるよう、そして、八女市がその夢をか

なえることができるまちとなるよう、本計画の基本理念を以下のように設定します。

基本理念 「やめっこ」みんなが夢を描き、

実現できるまち
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第２節 施策体系

本計画の基本施策を以下の通り設定します。

基本施策１ 支援体制の構築

（１）要保護児童対策地域協議会の機能強化

（２）家庭児童相談室の充実

（３）学校教育との連携強化

（４）子育て世代包括支援センター事業の確立と連携

基本施策２ 教育の支援

（１）学力向上推進事業

（２）家庭学習習慣化事業

（３）コミュニティスクール事業の強化

（４）適応指導教室（あしたば）の充実

基本施策３ 生活の支援

（１）生活困窮者自立支援事業

（２）保育園、認定こども園、小規模保育施設への優先入所

（３）放課後児童健全育成事業（学童保育事業）

（４）アンビシャス広場事業

（５）こども食堂事業費補助事業

（６）病児・病後児保育事業

（７）ファミリー・サポートセンター事業

（８）こんにちは赤ちゃん訪問事業・新生児訪問事業

（９）フードバンク事業の充実

（10）母子生活支援施設「ひまわり園」の運営

（11）妊婦健診費助成事業

（12）不妊治療費助成事業

（13）市営住宅への入居の充実

（14）ファイナンシャルプランナー納税相談事業
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基本施策４ 保護者に対する就労の支援

（１）母子家庭等自立支援給付事業

（２）母子家庭等高等技能訓練促進給付金事業

（３）ひとり親家庭等高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

（４）就労支援機関との連携強化

基本施策５ 経済的支援

（１）保育料の負担軽減の充実

（２）奨学金制度の充実

（３）子ども医療対策事業

（４）ひとり親家庭等医療対策事業

（５）やめっこ夢祝い金事業

（６）やめＵＩターン子ども応援手当支給事業

（７）入学祝金事業

（８）要保護・準要保護児童・生徒就学援助事業

（９）若年世帯等家賃等支援補助事業

（10）児童手当支給事業

（11）児童扶養手当支給事業

（12）特別児童扶養手当支給事業

（13）生活福祉資金貸付事業

（14）母子・父子・寡婦福祉資金貸付相談事業

（15）路線バス通学定期補助事業
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第４章 具体的な取り組み

基本施策１ 支援体制の構築

子どもの貧困対策には、貧困の状況にいる子ども、貧困の状況に陥る恐れのある子どもに

対し、早期かつ一貫性があり、切れ目のない支援体制の確立が必要とされています。

このため、八女市では要保護児童対策地域協議会の主たる支援機関である家庭児童相談員

を1名増員し、同協議会の機能強化を図り、子どもがいる世帯の経済状態についても注視す

るとともに、地域における子どもの情報により近い主任児童委員、民生委員・児童委員との

連携も強化します。

また、成長発達段階に応じた支援につなぐ、教育と福祉をつなぐ、地域の自治会、ＮＰＯ、

経済団体などの地域資源と子どもをつなぐ、かつ、乳幼児期から早期かつ一貫性のある支援

を行うための体制を構築するため、スクールソーシャルワーカーと家庭児童相談室の連携を

強化します。

特に、平成31年度までに実施する、妊娠期から子育て期にわたるまでの総合的相談支援

を提供する子育て世代包括支援センター事業は、要保護児童対策地域協議会との連携を図り

ながら取り組みます。

取り組み

（１）要保護児童対策地域協議会の機能強化

（担当課：子育て支援課）

要保護児童等の早期発見と、家庭環境や対象児童の現状を共有するとともに、必要な支援

の方法を確認するため、要保護児童対策地域協議会の経済的困窮世帯への見守り機能の強化

を図ります。

（２）家庭児童相談室の充実（平成 29 年度拡充）

（担当課：子育て支援課）

市内の児童・生徒や子どもがいる家庭を対象に、家庭児童相談員を３名に増員し、子ども

や家庭にかかわる、養護、保健、しょうがい、育成などの相談に応じ、必要な支援を行いま

す。

また、子どもの貧困対策の研修を実施し相談員のスキルアップに努めます。
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（３）学校教育との連携強化（平成 28 年度拡充）

（担当課：学校教育課）

学校の相談体制の充実や教育と福祉をつなげるために、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーの配置を推進します。また、配置されたスクールカウンセラーやスクー

ルソーシャルワーカーと家庭児童相談室の連携を強化します。

平成２８年からスクールソーシャルワーカーを１名増員しています。

（４）子育て世代包括支援センター事業の確立と連携（平成 31 年度開設予定）

（担当課：子育て支援課・健康推進課）

子育て世代包括支援センター事業とは、妊娠期から子育て期までの子どもとその保護者の

実情を把握し、妊娠・出産・育児に関する各種の相談に応じ、必要に応じて支援プランの策

定や、地域の保健医療又は福祉に関する機関との連絡調整を行い、母子保健と子育て支援の

一体的な提供を通じて、地域の統制に応じた切れ目のない支援を提供する体制のことです。

国では、平成32年度までにすべての市町村に設置することを求めています。

今後検討が必要な取り組み

①社会福祉協議会をはじめ、地域の自治会やＰＴＡ、学校、ＮＰＯ、ボランティア、主任児

童委員、民生委員・児童委員、その他子育てにかかわる法人や団体、事業所との連携を密

にできるようなネットワークの構築

子育て世代包括支援センター事業のイメージ

○既存の体制

・関係機関は多いが、個別の対

応となっている。

・必要な支援が、必ずしも切れ

目なく提供できていない。

○子育て世帯包括支援センター事業の開始後

・関係機関の連絡調整。

・すべての妊産婦の状況を継続的に把握し、必要な

支援を切れ目なく提供。

市町村
保健センター

ＮＰＯ

ボランティア

児童

相談所

公民館

学校
こども園

保育所
幼稚園

子育て
支援機関

医療機関

分娩施設

保健所

都道府県

連絡

調整

連絡

調整

子育て世代
包括支援センター

市町村

保健センター

都道府県

保健所

医療機関

分娩施設

子育て
支援機関 こども園

保育所
幼稚園

学校

公民館

児童

相談所

ＮＰＯ
ボランティア継続的把握

相談・情報提供・助言

支援プランの策定
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基本施策２ 教育の支援

義務教育制度の下、すべての子どもには教育の機会の均等が確保されていますが、一方で、

学習塾に通う子どもの増加やいじめによる不登校など、平等な学習機会が提供されていると

は言えない状況がみられます。

教育は、子どもたちの希望に沿った多様な職業の選択や、進学率の上昇から所得の増大に

つながる大切な要素となるものであり、貧困の連鎖を解消するという観点から非常に重要で

あると言えます。

八女市においては、家庭の経済事情から、塾や習い事に行く機会に差が生じていたり、自

分を肯定する気持ちを十分に持てていない子どもの割合が多くなったりしています。

そのため、経済的に困難な状況にある世帯の子どもなどへの学習の機会の提供や、自己肯

定感の醸成を促す心のサポートの提供などの取り組みを推進していきます。

取り組み

（１）学力向上推進事業

（担当課：学校教育課）

小・中学校の児童・生徒を対象に、市独自で、少人数指導教員、一部教科担任、学校司書

等を配置することで、基礎・基本の定着および学力の向上を図ります。

（２）家庭学習習慣化事業

（担当課：学校教育課）

児童・生徒を主な対象に、寺子屋事業を行い、塾に行くことが難しい児童・生徒への学習

機会の提供を充実します。（平成28年現在、矢部小、星野小、川崎小、 汭上陽北 学園で実施）

（３）コミュニティスクール事業の強化（平成 29 年度拡充）

（担当課：学校教育課）

小・中学校と地域が互いに信頼しあい、それぞれの立場で主体的に地域の子どもたちの成

長を支えるために、学校運営協議会制度を設けます。

（４）適応指導教室（あしたば）の充実

（担当課：学校教育課）

精神的理由により登校できない児童・生徒を対象に、カウンセリングや教科指導、体験教

室などを通じて、子どもたちの自信回復や自立を図り、学校復帰をめざすため、適応指導教

室（あしたば）の充実を図ります。



八女市子どもの貧困対策推進計画

第４章 具体的な取り組み

52

今後検討が必要な取り組み

①家庭教育支援チーム等による保護者への学習機会の提供

②ハローワーク等と高校中退者情報を共有する等による就労支援や復学・就学のための情報

提供の充実

③高校等中退者の再入学の際の授業料に係る支援の実施

④ひとり親家庭の子どもが気軽に相談できる児童訪問援助員（ホームフレンド）の派遣

⑤学習支援ボランティアの育成と支援が必要な子どもとのマッチング

⑥民間団体が経済的に困難な状況にある子どもを対象とした体験活動を行う場合の補助の実施

⑦生活困窮している児童・生徒の保護者への治療費や通院の支援
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基本施策３ 生活の支援

経済的に困難な状況にある世帯では、生活習慣や健康、子育てに対する意識など、さまざ

まな課題が混在していることも多くなっています。また、ひとり親世帯では、保護者が仕事

と子育てを両立しなければならないため、働き方への制限や子どもとの関わりの減少など、

そうではない世帯と比較して困難が多くなっています。

八女市においては、経済的に困難な状況にある世帯で、健康的な食習慣が確保できていな

かったり、保護者の心のケアが必要な世帯が見られたりなどの課題が生じています。

そのため、子育て支援サービスの提供や住宅の取得支援による生活の安定を図る取り組み

や相談体制の強化を推進していきます。

取り組み

（１）生活困窮者自立支援事業

（担当課：福祉課）

生活保護を受給していない、経済的に困難な状況にある世帯の人に対し、自立相談支援事

業、住居確保給付金事業、家計相談支援事業による支援を行います。

（２）保育園、認定こども園、小規模保育施設への優先入所

（担当課：子育て支援課）

ひとり親家庭の入園基準を優先に選考し、親の就労支援を行います。

（３）放課後児童健全育成事業（学童保育事業）

（担当課：子育て支援課）

小学校区域に学童保育所を配置し、小学生の放課後の居場所づくりを行います。

学童保育の利用にあたっては、ひとり親家庭が優先的に利用できるようにします。また、

生活保護及び就学援助受給世帯は料金を軽減します。

（４）アンビシャス広場事業

（担当課：社会教育課）

地域のボランティア等の協力により、放課後の小学生に安全で安心な遊び場を提供します。

（５）こども食堂事業費補助事業（平成 28 年度から実施）

（担当課：子育て支援課）

こども食堂を開始される団体に対し、施設整備費の2分の１、運営費（原則食糧費を除く）

を予算の範囲内で補助します。
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（６）病児・病後児保育事業

（担当課：子育て支援課）

生後3か月から小学校6年生まで、病気回復期の児童を昼間家庭で育児することが困難な

場合に、専門の施設（八女地区3施設）で保育事業を実施します。

（７）ファミリー・サポートセンター事業

（担当課：子育て支援課）

地域において育児の援助を受けたい保護者と、援助を行いたい人を会員登録し、会員同士

で育児の援助活動を行います。ひとり親家庭については、日祭日、平日の時間外の利用者負

担を軽減します。

（８）こんにちは赤ちゃん訪問事業・新生児訪問事業

（担当課：子育て支援課・健康推進課）

おおむね４か月までの乳児がいる家庭を、地域の主任児童委員、民生委員・児童委員が全

戸訪問し、第１子を出産した人や希望する人には、保健師が訪問し、乳幼児健診や子育て情

報の提供、子育ての悩みや相談を受けます。

（９）フードバンク事業の充実（平成 28 年度から実施）

（担当課：社会福祉協議会）

複合的な課題を抱える生活困窮者からの相談に包括的に応じ、また自然災害などの緊急な

支援を実施しています。（平成28年度開設）

（10）母子生活支援施設「ひまわり園」の運営

（担当課：子育て支援課）

ＤＶや養育困難など、何らかの事情により生活に支障がある母子に入所してもらい、日常

生活に寄り添い、自立して社会生活が送れるようになるまでを支援します。

（11）妊婦健診費助成事業

（担当課：健康推進課）

母子健康手帳の交付とともに、妊婦健診を公費で受けられる補助券の発行や、保健師によ

る相談、各種の情報提供を行います。

（12）不妊治療費助成事業

（担当課：健康推進課）

不妊治療の相談を受けるとともに、不妊治療を受けた人を対象に、不妊治療の経済的負担

の軽減を図るため不妊治療費助成や精神的支援を実施します。
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（13）市営住宅への入居の充実

（担当課：都市計画課）

市営住宅の入居について、子育て世帯を対象として募集をするなど、質の良い住宅の提供

に努めます。

（14）ファイナンシャルプランナー納税相談事業

（担当課：税務課）

生活困窮が原因による滞納者を対象とした、ファイナンシャルプランナーによる生活再建

型の納税相談を実施し、滞納世帯を安定した生活に導きます。

今後検討が必要な取り組み

①生活困窮者自立支援事業の就労準備や認定就労訓練事業の実施

②生活困窮世帯等を対象とした食育を合わせた学習支援の実施

③経済状態等環境の多様性を認識した栄養指導を含む母子保健サービスの展開

④就学前児童と保護者の生活習慣習得のための支援

⑤ひとり親家庭の子どもに対する就業相談、就業講習会の開催、就業情報の提供等の実施

⑥ひとり親家庭等日常生活支援事業の実施

⑦中途退学者等に、就職支援先等の必要な情報をまとめたリーフレットの配布

⑧民間企業やＮＰＯ等と連携した食品提供の仕組みの構築やフードバンク活動の普及促進

⑨自分からは声を上げない人について周囲が情報提供する窓口の設置

⑩セルフネグレクト（※）の人への支援

⑪不要になった制服などのリサイクル（買取・販売）制度の構築

※セルフネグレクトとは、飲食や体調管理、最低限の衛生状態の保持、金銭の管理などの行為をしない、ある

いは、する能力がないため、安全や健康がおびやかされる状態をさします。
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基本施策４ 保護者に対する就労の支援

経済的に困難な状態を克服し生活の安定を図るためには、保護者が働いて収入を得ること

が、第一義的に求められます。

八女市においても、経済的に困難な状況にある世帯における保護者の不安定な雇用が課題

となっています。

そのため、保護者の安定的な就業につながる支援や資格取得に対する補助などを行ってい

きます。

取り組み

（１）母子家庭等自立支援給付事業

（担当課：子育て支援課）

ひとり親家庭の保護者を対象に、就業につながる能力開発のために受講した講座の受講料

を補助します。

（２）母子家庭等高等技能訓練促進給付金事業（平成 28 年度拡充）

（担当課：子育て支援課）

ひとり親家庭の保護者を対象に、看護師等の養成機関における修業期間の生活費の負担軽

減のため、給付金を給付します。

（３）ひとり親家庭等高等学校卒業程度認定試験合格支援事業（平成 28 年度新設）

（担当課：子育て支援課）

ひとり親家庭の保護者および子どもを対象に、高等学校卒業程度認定試験に合格するため

の費用の一部を助成し、就業を支援します。

（４）就労支援機関との連携強化

（担当課：子育て支援課）

児童扶養手当の現況届や各種手続きに際して、ひとり親家庭等就業・自立支援センターが

実施する各種の研修会・講習会等の情報提供や、ハローワークの相談窓口を開設します。

特に、家庭内に障がいをお持ちのご家族がいらっしゃる場合等は、八女地区障害者基幹相

談支援センター「リーベル」と連携しながら支援を進めます。

今後検討が必要な取り組み

①就労準備段階（一般就労に従事する準備段階）の人への支援の実施

②セミナー等の開催による在宅就業に関する支援の推進

③高等学校等卒業程度認定資格を獲得するための学習支援
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基本施策５ 経済的支援

さまざまな事情により十分な就業が難しい世帯やその子どもに対して経済的な支援を行う

ことは、子どもたちの将来への投資であり、貧困の連鎖の解消を図る上で重要な施策です。

八女市においても、子育て、教育、医療などさまざまに発生する費用に対して負担感や不

安感を感じる人は多くなっています。

そのため、経済的な支援の拡充や医療費の助成、各種祝い金の支給、奨学金制度の充実な

どを行い、経済的な負担の軽減を図っていきます。

取り組み

（１）保育料の負担軽減の充実

（担当課：子育て支援課）

保育所・幼稚園・認定子ども園等の保育料のさらなる負担軽減を図るため、階層に応じて

国の基準よりも軽減を行います。

（２）奨学金制度の充実（平成 29 年度拡充）

（担当課：学校教育課）

学費の支払いが困難と認められる生徒に対して、将来、社会に貢献しうる人材育成のため

奨学金を給付します。（平成29年度から対象者を大幅増します。）

（３）子ども医療対策事業

（担当課：市民課）

中学生までの入院費用および小学生までの通院費用を助成します。（小学生の通院について

は一部自己負担有り。）

（４）ひとり親家庭等医療対策事業

（担当課：市民課）

ひとり親家庭等の対象者に、医療費の一部助成を行います。

（５）やめっこ夢祝い金事業

（担当課：子育て支援課）

未来を担う子どもの出生を祝福し、心身ともに健やかな成長を願い、出生祝い金を支給し

ます。（第１子は５万円、第２子は８万円、第３子以降は10万円）
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（６）やめＵＩターン子ども応援手当支給事業

（担当課：子育て支援課）

子どもと一緒に転入する保護者に対し、転校（園）等にかかる費用負担を軽減するため、

子ども一人当たり３万円を支給します。

（７）入学祝金事業

（担当課：学校教育課）

児童・生徒の入学等に際し、小学校等は１人あたり３万円、中学校等は１人あたり５万円

を支給し、保護者の入学等の費用に対する負担を軽減します。

（８）要保護・準要保護児童・生徒就学援助事業

（担当課：学校教育課）

児童・生徒がいる要保護及び準要保護世帯を対象に、学用品、給食費、修学旅行費などの

経費の一部を援助します。

（９）若年世帯家賃等支援補助事業（平成 29 年度新規）

（担当課：地域振興課）

市内に転入（転居）した若年世帯（ひとり親世帯を含む）に対し、家賃または引っ越し費

用の一部を補助します。

（10）児童手当支給事業

（担当課：子育て支援課）

中学校卒業までの子どもがいる家庭を対象に、家庭等における生活の安定に寄与するとと

もに、次代の社会を担う児童のすこやかな成長に資するため、手当を支給します。

（11）児童扶養手当支給事業

（担当課：子育て支援課）

高校卒業までの子どもがいるひとり親家庭等を対象に、ひとり親の生活の安定を図り、自

立を促進するため、手当を支給します。

（12）特別児童扶養手当支給事業

（担当課：子育て支援課）

心身に障がいのある20歳未満の児童等の保護者を対象に、障がいのある児童の福祉の増

進を図るため、手当を支給します。
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（13）生活福祉資金貸付事業

（担当課：社会福祉協議会）

低所得障がい者等に対し、経済的自立及び生活意欲の助長促進を図り、安定した生活を送

れるようにするのための資金貸付を行います。

（14）母子・父子・寡婦福祉資金貸付相談事業

（担当課：子育て支援課）

母子・父子家庭、寡婦を対象に、県が行っている生活安定と子どもの育成のための貸付事

業の相談窓口を開設し、事前相談と取り次ぎ、申請支援を行います。

（15）路線バス通学定期補助事業

（担当課：地域振興課）

路線バスの利用を促進するとともに、子育て環境の整備及び定住促進を図ることを目的に、

八女市に住んでいる学生が通学する際に利用する路線バスの通学定期券購入費用の一部を補

助します。

今後検討が必要な取り組み

①学校給食費の負担軽減

②住宅入居時や資金貸付時の保証人制度の検討

③児童扶養手当の支払い回数の検討
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第５章 子どもの貧困に関する指標

本計画の推進にあたっては、以下の指標により進捗管理を行います。

※は、参考値として掲載しているものです。

指 標
数値（％）

八女市 福岡県 国

不登校の出現率（小学校）平成 27 年度 0.57 ― ―

※不登校の出現率（小学校）平成 26 年度 0.69 0.37 0.39

不登校の出現率（中学校）平成 27 年度 3.04 ― ―

※不登校の出現率（中学校）平成 26 年度 3.52 2.97 2.76

就学援助を受けている児童数の割合(平成 27 年度) 12.7 ― ―

就学援助を受けている生徒数の割合（平成 27 年度） 14.5 ― ―

※就学援助を受けている児童・生徒数の割合（平成 24 年度） 10.8 22.88 15.64

児童扶養手当受給者（母子）の就業率（平成 29 年 2 月） 84.2 ― ―

※ひとり親家庭の就業率（平成 23 年 11 月）（母子） ― 82.4 80.6
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計画の目標値

基本施策１ 支援体制の構築

基本施策２ 教育の支援

取り組み名 担当課 目標指標

１ 家庭児童相談室の充実 子育て支援課

相談件数（事業目標）

家庭児童相談窓口の周知に努め、適切に対応するこ

とにより、子どもの健やかな育成を支援する。家庭

の相談の充実に努め、子育て力の向上を図る。

（事業概要）

市内の児童・生徒や子どもがいる家庭を対象に、子

どもや家庭にかかわる、養護、保健、障がい、育成

などの相談に応じ自立できるように支援する。

現状(H28年度) 目標(H33年度)

(実件数) 368

(延件数) 3,385

(実件数) 400

(延件数) 3,000

取り組み名 担当課 目標指標

１ 学力向上推進事業 学校教育課

配置状況（事業目標）

少人数指導教員、学校司書を各小中学校及び義務教

育学校に、１名ずつ配置を行い、一部教科担任につ

いては、各学校の状況等を鑑みて人員配置を行う。

（事業概要）

少人数指導教員、一部教科担任、学校司書等を配置

することで、基礎・基本の定着および学力向上を図

る。

現状(H28年度) 目標(H33年度)
少人数指導教員、

学校司書

95.80%

少人数指導教員、

学校司書

100%
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基本施策３ 生活の支援

取り組み名 担当課 目標指標

１ 生活困窮者自立支援事業 福祉課

①相談件数

②プラン作成件数

（事業目標）

経済的に困難な状況にある世帯の人に対し、自立相

談支援事業、住宅確保給付金事業、家計相談支援事

業による支援を行う。

（事業概要）

生活困窮者の抱える課題をアセスメントし、把握し

たニーズに応じた「自立支援計画」を策定、関係機

関と連携して計画に基づく包括的な支援を行い、困

窮状態からの自立を支援する。

現状(H28年度) 目標(H33年度)

(新規）
① ３０件

② ８件

（新規）

① ５０件

② １５件

２ 保育所、認定こども園、小規模

保育施設への優先入所

子育て支援課

入園件数

(28年度実績 191人)

（事業目標）

ひとり親家庭の入園基準を優先に先行し、親の就労

支援を行う。

（事業概要）

ひとり親家庭や多子世帯に対する、配点等の優遇措

置を行い優先的に入所できることを目的とする。

現状(H28年度) 目標(H33年度)

100% 100%

取り組み名 担当課 目標指標

２ コミュニティスクール事業の強化 学校教育課

事業内容等強化を図る（事業目標）

小中学校及び義務教育学校と地域が互いに信頼しあ

い、それぞれの立場で主体的に地域の子どものたち

の成長を支えるために、学校運営協議会制度を設け

ます。

（事業概要）

学校と保護者や地域がともに知恵を出し合い、学校

運営に意見を反映させることで、一緒に協働しなが

ら子供たちの豊かな成長を支え「地域とともにある

学校づくりを進める

現状(H28年度) 目標(H33年度)

３小学校

学校運営協議会制度

取組み小学校

の増加・内容の

強化
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取り組み名 担当課 目標指標

３ 放課後児童健全育成事業（学童

保育事業）

子育て支援課

登録児童数

（事業目標）

小学校区域に学童保育所を配置し、小学生の放課後

の居場所づくりを行う。ひとり親家庭が優先的に利

用できるようにします。生活保護及び就学援助受給

世帯は料金の軽減を行う。

（事業概要）

放課後等に保護者が不在又は不在になりがちな家庭

の児童に対し、学習及び活動の場を提供することに

より、放課後児童の保護及び健全育成を図る。

現状(H28年度) 目標(H33年度)

795人/月 794人/月

４ ファミリー・サポートセンター事業 子育て支援課

利用者数（事業目標）

保護者が働きながらより安心して子育てができるよ

うに援助活動を行う。ひとり親家庭については、日

祭日、平日の時間外の利用者負担の軽減を行う。

（事業概要）

地域において育児の援助を受けたい保護者と、援助

を行いたい人を会員登録し会員同士で育児の援助活

動を行う。

現状(H28年度) 目標(H33年度)

(会員数)1,201

(利用件数)3,217

(会員数)1,800

(利用件数)3,500
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基本施策４ 保護者に対する就労の支援

取り組み名 担当課 目標指標

１ 母子家庭等自立支援給付事業 子育て支援課

申請件数（事業目標）

ひとり親家庭の保護者を対象に、就業につながる能

力開発のために受講した講座の受講料の補助。

（事業概要）

母子家庭の母及び父子家庭の父の主体的な能力開発

の取組を支援し、もって母子家庭及び父子家庭の自

立の促進を図るため、補助金を交付を行う。

現状(H28年度) 目標(H33年度)

０件 ５件

２ 母子家庭等高等技能訓練促進給付金事業 子育て支援課

申請件数（事業目標）

ひとり親家庭の保護者を対象に、看護師等の養成機

関における修業期間の生活費の負担軽減のため給付

金の給付を行う。

（事業概要）

母子家庭の母及び父子家庭の父の就職の際に有利で

あり、かつ、生活の安定に資する資格の取得を促進

するため、母子家庭の母及び父子家庭の父に対し給

付金を支給することにより、生活の負担の軽減を図

り、資格取得を容易にすることを目的とする。

現状(H28年度) 目標(H33年度)

６件 １０件
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基本施策５ 経済的支援

取り組み名 担当課 目標指標

１ 保育料の負担軽減の充実 子育て支援課

軽減状況（事業目標）

保育所・幼稚園・認定こども園等の保育料のさらな

る負担軽減を図るため、階層に応じて国の基準より

も軽減を行います。

（事業概要）

市県民税非課税世帯の経済的負担軽減のため、保育

料の軽減を行う事を目的とする。

現状(H28年度) 目標(H33年度)

約 ３６％ 約 ３９％

２ 要保護・準要保護児童・生徒就

学援助事業

学校教育課

就学援助制度に関する周知状況

（事業目標）

児童・生徒がいる要保護及び準要保護世帯を対象に、

学用品、給食費、修学旅行費などの経費の一部を援

助することにより、すべての学齢児童生徒に対し義

務教育を保障する。

（事業概要）

経済的理由によって就学困難な児童及び生徒に対

し、必要な援助を与え義務教育の円滑な実施を図る

ことを目的とする。

現状(H28年度) 目標(H33年度)

100% 100%
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第６章 計画の推進に向けて

本計画の推進にあたっては、地域内でのきめ細かな取り組みが必要とされ、そのためにも、

本計画を市民へ広く周知するとともに、各年度において計画の実施状況を把握し、その結果

をその後の取り組みの改善や充実に反映させていくことが重要です。

第１節 計画内容の周知

本計画を市民へ広く周知するため、広報紙やホームページ等の広報手段を活用します。子

どもは地域のかけがえのない宝であり、子どもに対する支援は、地域全体の問題として、市

民と行政が一体となった取り組みを展開していくことが重要です。

第２節 地域の連携による計画の推進

本計画の推進は、行政だけでなく、さまざまな分野での関わりが必要であり、家庭をはじ

め、学校、地域、事業所、ＮＰＯ、ボランティア、民生委員・児童委員、主任児童委員、そ

の他関係機関・団体等との連携・協働により、取り組んでいきます。

第３節 計画の評価・確認

計画の取り組み状況を評価・確認するため、本計画の進捗状況の報告を受け、それに対す

る市民の意見を反映させるための仕組みづくりを行います。

八女市「子ども・子育て会議」による進行管理

子ども・子育て会議は、子ども・子育て支援法に定める会議で、子ども・子育て施策

の総合的かつ計画的推進に関し必要な事項及び当該施策の調査審議をする機関です。

この中で、子どもの貧困対策推進計画を評価し、改善・充実に向けた検討を行ってい

きます。また、子どもの貧困対策に関するさまざまな問題提起や提案も行います。

広報紙やホームページ等を活用した住民からの意見把握

本計画の進捗状況については、広く市民に情報を公開し、意見等を求めることで、よ

り良い取り組みに向けた改善・充実を図っていくものとします。
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資 料 編

１ 子どもの貧困対策の推進に関する法律

子どもの貧困対策の推進に関する法律 （平成二十五年六月二十六日法律第六十四号）

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよ

う、貧困の状況にある子どもが健やかに育成される環境を整備するとともに、教育の機会均等を

図るため、子どもの貧困対策に関し、基本理念を定め、国等の責務を明らかにし、及び子どもの

貧困対策の基本となる事項を定めることにより、子どもの貧困対策を総合的に推進することを目

的とする。

（基本理念）

第二条 子どもの貧困対策は、子ども等に対する教育の支援、生活の支援、就労の支援、経済

的支援等の施策を、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのない社会を

実現することを旨として講ずることにより、推進されなければならない。

２ 子どもの貧困対策は、国及び地方公共団体の関係機関相互の密接な連携の下に、関連分野

における総合的な取組として行われなければならない。

（国の責務）

第三条 国は、前条の基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっとり、子どもの貧

困対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、子どもの貧困対策に関し、国と協力しつつ、

当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（国民の責務）

第五条 国民は、国又は地方公共団体が実施する子どもの貧困対策に協力するよう努めなけれ

ばならない。

（法制上の措置等）

第六条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置その他の措

置を講じなければならない。

（子どもの貧困の状況及び子どもの貧困対策の実施の状況の公表）

第七条 政府は、毎年一回、子どもの貧困の状況及び子どもの貧困対策の実施の状況を公表し

なければならない。

第二章 基本的施策

（子どもの貧困対策に関する大綱）

第八条 政府は、子どもの貧困対策を総合的に推進するため、子どもの貧困対策に関する大綱

（以下「大綱」という。）を定めなければならない。
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２ 大綱は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 子どもの貧困対策に関する基本的な方針

二 子どもの貧困率、生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率等子どもの貧困に関す

る指標及び当該指標の改善に向けた施策

三 教育の支援、生活の支援、保護者に対する就労の支援、経済的支援その他の子どもの貧困

対策に関する事項

四 子どもの貧困に関する調査及び研究に関する事項

３ 内閣総理大臣は、大綱の案につき閣議の決定を求めなければならない。

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、大綱を公表し

なければならない。

５ 前二項の規定は、大綱の変更について準用する。

６ 第二項第二号の「子どもの貧困率」及び「生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学

率」の定義は、政令で定める。

（都道府県子どもの貧困対策計画）

第九条 都道府県は、大綱を勘案して、当該都道府県における子どもの貧困対策についての計

画（次項において「計画」という。）を定めるよう努めるものとする。

２ 都道府県は、計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。

（教育の支援）

第十条 国及び地方公共団体は、就学の援助、学資の援助、学習の支援その他の貧困の状況に

ある子どもの教育に関する支援のために必要な施策を講ずるものとする。

（生活の支援）

第十一条 国及び地方公共団体は、貧困の状況にある子ども及びその保護者に対する生活に関

する相談、貧困の状況にある子どもに対する社会との交流の機会の提供その他の貧困の状況にあ

る子どもの生活に関する支援のために必要な施策を講ずるものとする。

（保護者に対する就労の支援）

第十二条 国及び地方公共団体は、貧困の状況にある子どもの保護者に対する職業訓練の実施

及び就職のあっせんその他の貧困の状況にある子どもの保護者の自立を図るための就労の支援に

関し必要な施策を講ずるものとする。

（経済的支援）

第十三条 国及び地方公共団体は、各種の手当等の支給、貸付金の貸付けその他の貧困の状況

にある子どもに対する経済的支援のために必要な施策を講ずるものとする。

（調査研究）

第十四条 国及び地方公共団体は、子どもの貧困対策を適正に策定し、及び実施するため、子

どもの貧困に関する調査及び研究その他の必要な施策を講ずるものとする。

第三章 子どもの貧困対策会議

（設置及び所掌事務等）

第十五条 内閣府に、特別の機関として、子どもの貧困対策会議（以下「会議」という。）を置
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く。

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 大綱の案を作成すること。

二 前号に掲げるもののほか、子どもの貧困対策に関する重要事項について審議し、及び子ど

もの貧困対策の実施を推進すること。

３ 文部科学大臣は、会議が前項の規定により大綱の案を作成するに当たり、第八条第二項各

号に掲げる事項のうち文部科学省の所掌に属するものに関する部分の素案を作成し、会議に提出

しなければならない。

４ 厚生労働大臣は、会議が第二項の規定により大綱の案を作成するに当たり、第八条第二項

各号に掲げる事項のうち厚生労働省の所掌に属するものに関する部分の素案を作成し、会議に提

出しなければならない。

５ 内閣総理大臣は、会議が第二項の規定により大綱の案を作成するに当たり、関係行政機関

の長の協力を得て、第八条第二項各号に掲げる事項のうち前二項に規定するもの以外のものに関

する部分の素案を作成し、会議に提出しなければならない。

（組織等）

第十六条 会議は、会長及び委員をもって組織する。

２ 会長は、内閣総理大臣をもって充てる。

３ 委員は、会長以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者をもって充てる。

４ 会議の庶務は、内閣府において文部科学省、厚生労働省その他の関係行政機関の協力を得

て処理する。

５ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。

附 則 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。

（検討）

第二条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案

し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要

な措置を講ずるものとする。
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２ 子どもの貧困対策に関する大綱について

子供の貧困対策に関する大綱

第１ はじめに

（「子どもの貧困対策の推進に関する法律」の制定）

明日の日本を支えていくのは今を生きる子供たちである。その子供たちが自分の可能性を信じ

て前向きに挑戦することにより、未来を切り拓いていけるようにすることが必要である。しかし

ながら現実には、子供たちの将来がその生まれ育った家庭の事情等に左右されてしまう場合が少

なくない。

政府の調査によれば、我が国の子供の貧困の状況が先進国の中でも厳しく、また、生活保護世

帯の子供の高等学校等進学率も全体と比較して低い水準になっている。

子供たちの将来と我が国の未来をより一層輝かしいものとするためには、子供たちの成育環境

を整備するとともに、教育を受ける機会の均等を図り、生活の支援、保護者への就労支援などと

あわせて、子供の貧困対策を総合的に推進することが何よりも重要である。いわゆる貧困の連鎖

によって、子供たちの将来が閉ざされることは決してあってはならない。

このような事情等を背景に、昨年（平成 25年）６月に議員提出による「子どもの貧困対策の推

進に関する法律」（以下「法律」という。）が国会の全会一致で成立し、本年（平成 26 年）１月

に施行された。

（大綱案作成の経緯）

政府では、本年４月、同法に基づき、内閣総理大臣を会長とする「子どもの貧困対策会議」を

開催し、同会議において「子どもの貧困対策を総合的に推進するための大綱の案の作成方針につ

いて」を決定し、子供の貧困対策に関する大綱の案を年央を目途に作成することとした。

また、同作成方針においては、大綱の案の作成に資するため、内閣府特命担当大臣の下で関係

者の意見を聴取する会議を開催することとされた。この方針を受け、内閣府特命担当大臣の決定

により、子供の貧困対策に関し優れた見識を有する者や、貧困の状況にある世帯に属する者、こ

れらの者を支援する団体等で構成される「子どもの貧困対策に関する検討会」を開催し、計４回

にわたり、幅広く関係者から意見聴取を行った。同検討会では、それらの意見を整理し、「大綱案

に盛り込むべき事項について（意見の整理）」として６月 20日に内閣府特命担当大臣に提出した。

政府としては、この提言を真摯に受け止め、総合的な見地から検討・調整を図った上で、子ど

もの貧困対策会議において大綱案を作成した。

（子供の貧困対策の意義と大綱の策定）

日本の将来を担う子供たちは国の一番の宝である。貧困は、子供たちの生活や成長に様々な影

響を及ぼすが、その責任は子供たちにはない。

子供の将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、また、貧困が世代を

超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備と教育の機会均等を図る子供の貧困対策は極め

て重要である。
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そうした子供の貧困対策の意義を踏まえ、全ての子供たちが夢と希望を持って成長していける

社会の実現を目指し、子供の貧困対策を総合的に推進するため、政府として、ここに「子供の貧

困対策に関する大綱」を策定する。

第２ 子供の貧困対策に関する基本的な方針

１ 貧困の世代間連鎖の解消と積極的な人材育成を目指す。

子供の貧困対策は、法律の目的規定（第１条）にもあるとおり、貧困の世代間連鎖を断ち切る

ことを目指すものであるが、それとともに、我が国の将来を支える積極的な人材育成策として取

り組むということが重要である。

国民一人一人が輝きを持ってそれぞれの人生を送っていけるようにするとともに、一人一人の

活躍によって活力ある日本社会を創造していく、という両面の要請に応えるものとして子供の貧

困対策を推進する。

２ 第一に子供に視点を置いて、切れ目のない施策の実施等に配慮する。

子供の貧困対策は、基本として、一般的な子供関連施策をベースとするものであり、子供の成

育環境や保育・教育条件の整備、改善充実を図ることが不可欠である。

子供の貧困対策を進めるに当たっては、第一に子供に視点を置いて、その生活や成長を権利と

して保障する観点から、成長段階に即して切れ目なく必要な施策が実施されるよう配慮する。

児童養護施設等に入所している子供や生活保護世帯の子供、ひとり親家庭の子供など、支援を

要する緊急度の高い子供に対して優先的に施策を講じるよう配慮する必要がある。

また、大規模災害による遺児・孤児など被災した子供について、子供の貧困対策の観点からも

適切な支援が行われるよう配慮する。

さらに、施策の実施に当たっては、対象となる子供に対する差別や偏見を助長することのない

よう十分留意する。

３ 子供の貧困の実態を踏まえて対策を推進する。

子供の養育について、家族・家庭の役割と責任を過度に重く見る考え方などの影響により、子

供の貧困の実態は見えにくく、捉えづらいといわれている。子供の貧困対策に取り組むに当たっ

ては、子供の貧困の実態を適切に把握した上で、そうした実態を踏まえて施策を推進していく必

要がある。

我が国における従来の調査研究の取組状況を見た場合、子供の貧困の実態が明らかになってい

るとはいい難い点が認められる。このため、実態把握のための調査研究に取り組み、その成果を

対策に生かしていくよう努める。

４ 子供の貧困に関する指標を設定し、その改善に向けて取り組む。

子供の貧困対策を進めるに当たっては、本大綱において子供の貧困に関する指標を設定して、

その改善に向けて取り組むこととしている。

指標の動向を確認し、これに基づいて施策の実施状況や対策の効果等を検証・評価するととも

に、必要に応じて対策等の見直しや改善に努める。

５ 教育の支援では、「学校」を子供の貧困対策のプラットフォームと位置付けて総合的に対策を

推進するとともに、教育費負担の軽減を図る。
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家庭の経済状況にかかわらず、学ぶ意欲と能力のある全ての子供が質の高い教育を受け、能力・

可能性を最大限伸ばしてそれぞれの夢に挑戦できるようにすることが、一人一人の豊かな人生の

実現に加え、今後の我が国の成長・発展にもつながるものである。

教育の支援においては、学校を子供の貧困対策のプラットフォームと位置付け、①学校教育に

よる学力保障、②学校を窓口とした福祉関連機関との連携、③経済的支援を通じて、学校から子

供を福祉的支援につなげ、総合的に対策を推進するとともに、教育の機会均等を保障するため、

教育費負担の軽減を図る。

６ 生活の支援では、貧困の状況が社会的孤立を深刻化させることのないよう配慮して対策を推進

する。

貧困の状況にある子供については、これに伴って様々な不利を背負うばかりでなく、社会的に

孤立して必要な支援が受けられず、一層困難な状況に置かれてしまうことが指摘されている。

このような社会的孤立に陥ることのないよう、生活の支援において、相談事業の充実を図るこ

となどにより、子供及びその保護者の対人関係の持ち方や社会参加の機会等にも配慮して対策に

取り組む。

また、生活保護法や生活困窮者自立支援法等の関連法制を一体的に捉えて施策を推進する。

７ 保護者の就労支援では、家庭で家族が接する時間を確保することや、保護者が働く姿を子供に

示すことなどの教育的な意義にも配慮する。

保護者の就労支援は、労働によって一定の収入を得て、生活の安定を図る上で重要であること

はいうまでもない。

収入面のみならず、家庭で家族がゆとりを持って接する時間を確保することや、親等の保護者

が働く姿を子供に示すことによって、子供が労働の価値や意味を学ぶことなど、貧困の連鎖を防

止する上で大きな教育的意義が認められることからも、保護者の就労支援の充実を図る必要があ

る。

８ 経済的支援に関する施策は、世帯の生活を下支えするものとして位置付けて確保する。

子供の貧困対策を進めるに当たっては、生活保護や各種手当など、金銭の給付や貸与、現物給

付（サービス）等を組み合わせた形で世帯の生活の基礎を下支えしていく必要があり、経済的支

援に関する施策については子供の貧困対策の重要な条件として、確保していく必要がある。

９ 官公民の連携等によって子供の貧困対策を国民運動として展開する。

子供の貧困対策を進めるに当たっては、国、地方公共団体、民間の企業・団体等が連携・協働

して取り組むとともに、積極的な広報・啓発活動等によって国民の幅広い理解と協力を得ること

により、国民運動として展開していく必要がある。

10 当面今後５年間の重点施策を掲げ、中長期的な課題も視野に入れて継続的に取り組む。

法律では、施行後５年を経過した時に、施行状況を勘案して必要がある場合には、法律の規定

について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとされている（附則第２条）。

このことを踏まえ、本大綱では、当面今後５年間において政府が取り組むべき重点施策を中心

に掲げることとするが、必要なものについては、中長期的な課題についても視野に入れて継続的

に取り組むこととする。
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第３ 子供の貧困に関する指標

子供の貧困対策を総合的に推進するに当たり、関係施策の実施状況や対策の効果等を検証・評

価するため、以下のとおり子供の貧困に関する指標を設定する。

○生活保護世帯に属する子供の高等学校等進学率 90.8％

全日制 67.6％、定時制 11.5％、通信制 5.1％、中等教育学校後期課程 0.1％、特別支援学

校高等部 4.9％、高等専門学校 0.7％、専修学校の高等課程 0.9％

（注） 法律第８条第２項第２号の「生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率」の定義

は、生活保護法第６条第１項に規定する被保護者であってその年度に中学校（中等教育学校の前

期課程及び特別支援学校の中学部を含む。）を卒業した者の総数のうちにその年度の翌年度に高等

学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部を含む。）、高等専門学校又は専修学校

の高等課程に入学した者の数の占める割合であるが、平成 25 年４月１日現在の生活保護世帯に

属する子供の高等学校等進学率については、特別支援学校の中学部を卒業した者は含まれない。

（出所：厚生労働省社会・援護局保護課調べ（平成 25 年４月１日現在））

○生活保護世帯に属する子供の高等学校等中退率 5.3％

（注１） 平成 24 年４月の在籍者数の総数で、平成 25 年３月までに中退した者の数を除した

もの。

（注２） 高等学校等には、高等学校（定時制・通信制を含む。）、中等教育学校後期課程、特別

支援学校高等部及び高等専門学校を含む。専修学校、各種学校及び公共職業能力開発施設等は含

まれない。

（出所：厚生労働省社会・援護局保護課調べ）

○生活保護世帯に属する子供の大学等進学率

進学率 32.9％（大学等 19.2％、専修学校等 13.7％）

（注） 平成 25 年３月に高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部を含

む。）、高等専門学校、専修学校、各種学校又は公共職業能力開発施設等を卒業した者（年度途中

に卒業を認められた者を含む。）のうち、大学等（大学及び短期大学）、専修学校等（専修学校及

び各種学校）に進学した者の割合。

（出所：厚生労働省社会・援護局保護課調べ（平成 25 年４月１日現在））

○生活保護世帯に属する子供の就職率

・中学校卒業後の進路

就職率 2.5％

・高等学校等卒業後の進路

就職率 46.1％

（注１） 平成 25 年３月に中学校を卒業した者又は中等教育学校前期課程を修了した者のう

ち、学校等へ進学せずに就職した者の割合。

（注２） 平成 25 年３月に高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部を

含む。）、高等専門学校、専修学校、各種学校又は公共職業能力開発施設等を卒業した者（年度途

中に卒業を認められた者を含む。）のうち、就職した者の割合。

（出所：厚生労働省社会・援護局保護課調べ（平成 25 年４月１日現在））
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○児童養護施設の子供の進学率及び就職率

・中学校卒業後の進路

進学率 96.6％（高等学校等 94.8％、専修学校等 1.8％）

就職率 2.1％

・高等学校等卒業後の進路

進学率 22.6％（大学等 12.3％、専修学校等 10.3％）

就職率 69.8％

（注１）平成 24 年度末に中学校又は高等学校等を卒業した者のうち、平成 25年５月１日現在

の進路。

（注２）高等学校等：高等学校、中等教育学校後期課程、特別支援学校高等部及び高等専門学

校（１学年～３学年）

大学等：大学、短期大学及び高等専門学校（４学年～５学年）

専修学校等：学校教育法に基づく専修学校及び各種学校並びに職業能力開発促進法に基づく公

共職業訓練施設

（出所：厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課調べ）

○ひとり親家庭の子供の就園率（保育所・幼稚園） 72.3％

（注） 母子世帯又は父子世帯の小学校入学前の者のうち、保育先として保育所又は幼稚園が選

択されている者の割合。

（出所：平成 23 年度全国母子世帯等調査）

○ひとり親家庭の子供の進学率及び就職率

・中学校卒業後の進路

進学率 93.9％（高等学校 92.8％、高等専門学校 1.1％）

就職率 0.8％

・高等学校卒業後の進路

進学率 41.6％（大学等 23.9％、専修学校等 17.8％）

就職率 33.0％

（注１） 中学校卒業後の進路は、母子世帯又は父子世帯の 16歳の者のうち、平成 23年 11 月

１日現在で高等学校、高等専門学校に在籍又は就労している者の割合。

（注２） 高等学校卒業後の進路は、母子世帯又は父子世帯の 19歳の者のうち、平成 23 年 11

月１日現在で大学等（大学及び短期大学）、専修学校等に在籍又は就労している者の割合。

（出所：平成 23 年度全国母子世帯等調査（特別集計））

○スクールソーシャルワーカーの配置人数及びスクールカウンセラーの配置率

・スクールソーシャルワーカーの配置人数 1,008 人（平成 25年度）

・スクールカウンセラーを配置する小学校、中学校の割合（平成 24年度）

小学校 37.6％、中学校 82.4％

※その他教育委員会等に 1,534 箇所配置

（出所：文部科学省初等中等教育局児童生徒課調べ）

○就学援助制度に関する周知状況
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・毎年度の進級時に学校で就学援助制度の書類を配付している市町村の割合 61.9％（平成 25

年度）

・入学時に学校で就学援助制度の書類を配付している市町村の割合 61.0％（平成 25 年度）

（出所：文部科学省初等中等教育局児童生徒課調べ）

○日本学生支援機構の奨学金の貸与基準を満たす希望者のうち、奨学金の貸与を認められた者の

割合（無利子・有利子）

・無利子 予約採用段階： 40.0％ 在学採用段階：100.0％

・有利子 予約採用段階：100.0％ 在学採用段階：100.0％

（注１） 予約採用：進学前に在籍する高等学校等を通じて奨学金貸与の申込みを受け付け、進

学後の奨学金を予約する制度。

在学採用：進学後に進学先の大学等を通じて奨学金貸与の申込みを受け付け、奨学金を貸与す

る制度。

（注２） 平成 25 年度においては、在学採用では 100％貸与出来ているが、これは、予約採用

段階で無利子の貸与の条件を満たしつつも採用に至らなかった学生等のうち多くの者が予約採用

の有利子を選択したことが原因の一つと考えられる。

（出所：独立行政法人日本学生支援機構調べ（平成 25年度実績））

○ひとり親家庭の親の就業率

・母子家庭の就業率：80.6％

（正規の職員・従業員：39.4％ パート・アルバイト等：47.4％）

・父子家庭の就業率：91.3％

（正規の職員・従業員：67.2％ パート・アルバイト等： 8.0％）

（出所：平成 23 年度全国母子世帯等調査）

○子供の貧困率 16.3％

（注） 17歳以下の子供全体に占める、貧困線（等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人

員の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分の額）に満たない 17 歳以下の子供の割合。

（出所：平成 25 年国民生活基礎調査）

○子供がいる現役世帯のうち大人が一人の貧困率 54.6％

（注） 子供がいる現役世帯（世帯主が 18 歳以上 65 歳未満で子供（17 歳以下）がいる世帯）

のうち、大人（18歳以上）が一人の世帯の世帯員全体に占める、貧困線に満たない世帯員の割合。

（出所：平成 25 年国民生活基礎調査）

第４ 指標の改善に向けた当面の重点施策

上記第３に掲げる指標の改善に向け、子供の貧困対策に関する当面の重点施策として以下の事

項に取り組むこととする。

１ 教育の支援

（１）「学校」をプラットフォームとした総合的な子供の貧困対策の展開

貧困の連鎖を断ち切るためのプラットフォームとして学校を位置付け、総合的な子供の貧困対

策を展開する。

（学校教育による学力保障）
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家庭環境や住んでいる地域に左右されず、学校に通う子供の学力が保障されるよう、少人数の

習熟度別指導や、放課後補習などの取組を行うため、教職員等の指導体制を充実し、きめ細かな

指導を推進する。

その際、学力や学校運営等に課題がある市町村に対し、国が直接改善方策の専門的助言・体制

の整備など重点的な支援を行うことを通じ、当該市町村の自律的な改善サイクルを確立する。

また、学校における具体的な支援体制を充実させる観点から、現職教員を中心に、子供に自己

肯定感を持たせ、子供の貧困問題に関する理解を深めていくため、大学や教育委員会に対し、免

許状更新講習や研修における関連講習、校内研修等の開設を促進する。

（学校を窓口とした福祉関連機関等との連携）

児童生徒の家庭環境等を踏まえた、指導体制の充実を図る。特に、学校を窓口として、貧困家

庭の子供たち等を早期の段階で生活支援や福祉制度につなげていくことができるよう、地方公共

団体へのスクールソーシャルワーカーの配置を推進し、必要な学校において活用できる体制を構

築する。このような体制構築等を通じて、ケースワーカー、医療機関、児童相談所、要保護児童

対策地域協議会などの福祉部門と教育委員会・学校等との連携強化を図る。

また、児童生徒の感情や情緒面の支援を行っていくためのスクールカウンセラーの配置推進を

図る。

さらに、一人一人、それぞれの家庭に寄り添った伴走型の支援体制を構築するため、スクール

ソーシャルワーカー等と連携し、家庭教育支援チーム等による相談対応や訪問型家庭教育支援等

の取組を推進し、保護者に対する家庭教育支援を充実する。

（地域による学習支援）

放課後子供教室や学校支援地域本部、土曜日の教育支援活動等の取組を推進し、放課後等の学

習支援を充実する。その際、学習等に課題を抱える子供に学習支援や生活支援を実施しているＮ

ＰＯやフリースクール等と各自治体との連携を促進するなど、子供の状況に配慮した支援の充実

を図る。さらに、学校・家庭・地域の協働の基盤となるコミュニティ・スクール（学校運営協議

会制度）の設置の促進により、地域による学習支援等の一層の促進・充実を図る。

（高等学校等における就学継続のための支援）

高校中退を防止するため、高等学校における指導体制の充実を図る。

特に、学習等に課題を抱える高校生の学力向上、進路支援等のための人材を高等学校に配置す

るとともに、課題を抱える生徒の多い高等学校での優れた取組を推進する。

また、高校中退者等について、学校がハローワーク等に対し高校中退者情報を共有する等によ

り、就労支援や復学・就学のための情報提供の充実を図る。

高校等中退者が高等学校等に再入学して学び直す場合、卒業するまで（最長２年間）授業料に

係る支援を受けることができるよう、高等学校等就学支援金相当額を支給する。

さらに、学校と地域社会等による優れた連携・協働の取組への表彰や、学校のキャリア教育の

指導内容に関する手引・パンフレット作成、教員向けの説明会の実施等により、各学校段階を通

じた体系的なキャリア教育の充実を図る。

高度な知識・技能を身に付け、社会の第一線で活躍できる専門的職業人を育成することを目的

として、先進的で卓越した取組を行う専門高校における調査研究を推進する。

（２）貧困の連鎖を防ぐための幼児教育の無償化の推進及び幼児教育の質の向上
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幼児期における質の高い教育を保障することは、将来の進学率の上昇や所得の増大をもたらす

など、経済的な格差を是正し、貧困を防ぐ有効な手立てであると考えられる。このため、全ての

子供が安心して質の高い幼児教育を受けられるよう、「第２期教育振興基本計画」等に基づき、幼

児教育の無償化に向けた取組を財源を確保しながら段階的に進める。

子ども・子育て支援新制度における幼稚園・保育所・認定こども園の利用者負担額については、

世帯の所得の状況を勘案して設定することとしており、特に低所得世帯の負担軽減を図る。

また、質の高い幼児教育を保障するに当たっては、とりわけ小学校以降における学びとの連続

性等の観点から、幼児期に取り組むべき教育の内容について検討を行い、充実を図るとともに、

自治体における保幼小連携の推進や教職員の資質能力の向上のための研修の充実等の方策につい

て検討を進める。

さらに、幼稚園教諭・保育士等による専門性を生かした子育て支援の取組を推進するとともに、

就学前の子供を持つ保護者に対する家庭教育支援を充実するため、家庭教育支援チーム等による

学習機会の提供や情報提供、相談対応、地域の居場所づくり、訪問型家庭教育支援等の取組を推

進する。

（３）就学支援の充実

（義務教育段階の就学支援の充実）

義務教育に関しては、学校教育法第 19 条の規定に基づき、市町村が就学援助を実施している。

就学援助については、国庫補助事業の実施や、市町村が行う就学援助の取組の参考となるよう、

国として就学援助の実施状況等を定期的に調査し、公表するとともに、「就学援助ポータルサイト

（仮称）」を整備するなど、就学援助の適切な運用、きめ細かな広報等の取組を促し、各市町村に

おける就学援助の活用・充実を図る。

さらに、義務教育段階における子供の貧困対策として、引き続き必要な経済的支援を行うとと

もに、研修会の実施による子供の貧困問題に関する教職員の理解増進、家庭における学習支援等

の推進及び支援を必要とする者と制度とをつなぐスクールソーシャルワーカーの配置等の教育相

談体制の充実を図る。

（「高校生等奨学給付金（奨学のための給付金）制度」などによる経済的負担の軽減）

全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、平成 26年度以降の入学生を対象とする

高等学校等就学支援金制度を着実に実施するとともに、授業料以外の教育費負担を軽減するため、

低所得世帯の生徒に対する支援として創設された「高校生等奨学給付金（奨学のための給付金）

制度」などについて、都道府県での実施状況を踏まえつつ、着実に実施することにより、低所得

世帯への支援の充実を図る。

また、私立高等学校等が行う授業料減免等に対する補助を行う都道府県への支援に引き続き取

り組む。

そのほか、国立学校においても、貧困の状況にある子供の受入れの拡大を図る。

（特別支援教育に関する支援の充実）

特別支援教育について、特別支援教育就学奨励費等を通じて、障害のある児童生徒等への支援

の充実を図る。

（４）大学等進学に対する教育機会の提供

（高等教育の機会を保障するような奨学金制度等の経済的支援の充実）
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高等教育段階においては、授業料等に加え、特に地方から就業機会の豊富な都市部の大学等に

進学する場合には、住居費等の経済的な負担が大きい。意欲と能力のある学生等が経済状況にか

かわらず修学の機会を得られるよう、無利子奨学金制度の充実を図る。

また、奨学金の返還月額が卒業後の所得に連動する、より柔軟な「所得連動返還型奨学金制度」

の導入に関する検討を進める。

さらに、学生宿舎の整備が円滑に行われるよう、各大学等の計画・要望に応じた整備手法に関

する情報提供などを行う。

（国公私立大学生・専門学校生等に対する経済的支援）

意欲と能力のある学生が経済的理由により修学を断念することなく安心して学べるよう、引き

続き大学等の授業料減免などにより、学生の修学支援を推進する。

また、意欲と能力のある専門学校生が経済的理由により修学を断念することがないよう、専門

学校生に対する経済的支援策について総合的な検討を進める。

（５）生活困窮世帯等への学習支援

生活保護世帯の子供を含む生活困窮世帯の子供を対象に、生活困窮者自立支援法に基づき、平

成 27 年度から、地域での事例も参考に、学習支援事業を実施する。

また、児童養護施設等で暮らす子供に対する学習支援を推進するとともに、ひとり親家庭の子

供が気軽に相談できる児童訪問援助員（ホームフレンド）の派遣や学習支援ボランティア事業を

通じ、子供の心に寄り添うピア・サポートを行いつつ学習意欲の喚起や教科指導等を行う。

そのほか、放課後補習や、放課後子供教室、学校支援地域本部、土曜日の教育活動等を推進し、

放課後等の学習支援を充実する。その際、ＮＰＯ等と各自治体との連携を促進するなど、子供の

状況に配慮した支援の充実を図る（再掲）。

また、高校中退の防止や中退後のフォローを充実するとともに、大学・専修学校等へ安心して

進学できるようにするため、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門家に

よる教育相談体制の整備充実のほか、大学等奨学金事業の充実等による経済的負担の軽減を図る。

（６）その他の教育支援

（学生のネットワークの構築）

悩みを抱える学生が互いに話し合えるネットワークの構築のため、学生が集まり、コミュニケー

ションを図ることができるスペースを学生相談室等に設置することや、学生が学生の相談に対応

する「ピア･サポート」の仕組みの整備等について周知することを通じて、各大学等における取

組を促進する。

（夜間中学校の設置促進）

義務教育未修了の学齢超過者等の就学機会の確保に重要な役割を果たしている夜間中学校につ

いて、その設置を促進する。

（子供の食事・栄養状態の確保）

生活保護制度による教育扶助や就学援助制度による学校給食費の補助を行い、低所得世帯への

支援を引き続き実施する。

学校給食法の目的に基づき、学校給食の普及・充実及び食育の推進を図り、適切な栄養の摂取

による健康の保持増進に努める。

（多様な体験活動の機会の提供）
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独立行政法人国立青少年教育振興機構が設置する国立青少年教育施設において、児童養護施設

等の子供を対象に、自己肯定感の向上、生活習慣の改善等につながる多様な体験活動の場を提供

するとともに、その成果を広く全国に周知することを通じて、各地域における取組を促進する。

また、「子どもゆめ基金」事業により、貧困の状況にある子供を支援している民間団体が行う体

験活動への助成を行う。

２ 生活の支援

（１）保護者の生活支援

（保護者の自立支援）

複合的な課題を抱える生活困窮者に対し、生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業に

おいて包括的な支援を行うとともに、必要に応じ適切な関係機関につなぐ。また、家計に課題の

ある生活困窮者に対し、家計相談支援事業を実施する。

子育てと就業の両立など、ひとり親家庭が抱える様々な課題に対応し、生活支援や就業支援を

組み合わせた支援メニューをワンストップで提供することができるよう、就業支援専門員の配置

など必要な支援を行う。また、一時的に家事援助、保育等のサービスが必要となった際に、家庭

生活支援員の派遣等により児童の世話等を行うことで、ひとり親家庭が安心して子育てをしなが

ら生活することができる環境整備を図る。併せて、家庭での育児や子供の世話などに悩みを持つ

ひとり親家庭を対象にした生活支援講習会や生活相談を実施することにより、ひとり親家庭の生

活支援を図る。

（保育等の確保）

就労希望等により保育を必要とする全ての子育て家庭のニーズに対応するため「待機児童解消

加速化プラン」により、平成 29 年度末までに待機児童解消を目指して、保育所の整備等の取組を

推進する。また、「放課後子ども総合プラン」に基づき、一体型を中心とした放課後児童クラブと

放課後子供教室の計画的な整備を推進する。

ひとり親家庭の子供の保育等を確保するため、保育所や放課後児童クラブにおいて行われてい

るひとり親家庭への特別の配慮について、その他の事業への適用を検討する。

また、指定保育士養成施設における養成課程において、子供の貧困をはじめ、社会福祉及び児

童家庭福祉について履修することを通じ、子供の貧困に関する保育士の理解を深めるよう努める。

（保護者の健康確保）

家庭での育児や家事、精神面・身体面の健康管理等、ひとり親家庭が直面する課題に対応する

ための相談支援を行う。また、ひとり親家庭が定期的に集い、情報交換を行うとともに、お互い

に悩みを打ち明けたり、相談し支え合う場の提供を行う。

また、福祉事務所においても、保健センター等と連携を行うなど健康面に関して専門的に対応

を行う。

全ての乳児のいる家庭を訪問することにより、子育てに関する情報の提供並びに乳児及びその

保護者の心身の状態及び養育環境の把握を行うほか、養育についての相談、助言等を行う。また、

乳児家庭全戸訪問等により把握した保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童や、

出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦等に対し、そ

の養育が適切に行われるよう、当該児童等の居宅において、養育に関する相談、指導、助言等を

行う。
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（母子生活支援施設等の活用）

専門的・継続的な生活指導等の支援を必要としている母子家庭の母等に対し、母子生活支援施

設等を活用しながら地域での生活を支援する。

（２）子供の生活支援

（児童養護施設等の退所児童等の支援）

自立援助ホームに入居する児童等に対する相談支援や就職活動支援など、児童養護施設等の退

所児童等のアフターケアを推進する。また、児童養護施設等を退所する子供が安心して就職、進

学、アパート等を賃借することができるよう、身元保証人を確保するための事業を行うとともに、

施設関係者へ周知し、その活用を図る。

（食育の推進に関する支援）

乳幼児期は、子供の健やかな発育・発達及び健康の維持・増進の基盤となる時期であると同時

に、望ましい食習慣や生活習慣の形成に極めて大きな役割を果たす時期でもある。

このため、「健やか親子２１」の趣旨や内容も踏まえつつ、乳幼児健康診査等における栄養指導

の機会等を活用し、地域における食育の推進を図る。

また、保育所を始めとした児童福祉施設において、ふさわしい食生活が展開され、適切な援助

が行われるよう、各施設において、「児童福祉施設における食事の提供ガイド」の活用等を通じ、

子供の発育・発達状態・健康状態・栄養状態・生活状況などを把握し、それぞれに応じた必要な

栄養量が確保できるように努めるとともに、食育の観点から、食事の提供や栄養管理を行い、子

供の健やかな発育・発達を支援する。

なお、保育所等における食育の推進に当たっては、「保育所における食事の提供ガイドライン」

を参照し、専門性を生かしながら、家庭や地域、福祉、教育分野等と連携を図っていくことが重

要である。

また、児童養護施設等においては、入所前の家庭生活において適切な食生活が営まれておらず、

発達段階に応じた食習慣が身に付いていない場合もあることから、小規模化等による家庭養護の

促進や児童養護施設等の運営指針の活用等を通じ、食の持つ力を最大限に活用した支援を行う。

（ひとり親家庭や生活困窮世帯の子供の居場所づくりに関する支援）

生活困窮者自立支援制度においては複合的な課題をもつ生活困窮者に対し包括的な支援を行う

自立相談支援事業や、生活困窮世帯の子供を対象に、居場所づくりを含む学習支援事業を実施す

る。なお、これらの事業を含め生活困窮者への支援を行う際には、例えば、子供にとって食習慣

の維持が不可欠であることに十分配慮するなど、対象者の状況に応じた個別的な支援を行う。

就労希望等により保育を必要とする全ての子育て家庭のニーズに対応するため「待機児童解消

加速化プラン」により、平成 29 年度末までに待機児童解消を目指して、保育所の整備等の取組を

推進する（再掲）。また、「放課後子ども総合プラン」に基づき、一体型を中心とした放課後児童

クラブと放課後子供教室の計画的な整備を推進する（再掲）。

ひとり親家庭の子供の保育等を確保するため、保育所や放課後児童クラブにおいて行われてい

るひとり親家庭への特別の配慮について、その他の事業への適用を検討する（再掲）。

（３）関係機関が連携した包括的な支援体制の整備

（関係機関の連携）
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困難な環境に負けず、進学や就労による自立を目指す子供たちを支援するため、新たに創設さ

れる自立相談支援機関を活用して児童福祉関係者、母子保健関係者、労働関係者、教育委員会等

の関係機関が連携して地域におけるネットワークを構築する取組の実施を検討する。

（４）子供の就労支援

（ひとり親家庭の子供や児童養護施設等の退所児童等に対する就労支援）

母子家庭等就業・自立支援事業を通じて、ひとり親家庭の子供に対する就業相談、就業講習会

の開催、就業情報の提供などを行う。また、自立援助ホームに入居する児童等に対する相談支援

や就職活動支援など、児童養護施設等の退所児童等のアフターケアを推進する（再掲）。

（親の支援のない子供等への就労支援）

新卒応援ハローワークやわかものハローワーク等を中心に正規雇用に向けた就職支援を行う。

（定時制高校に通学する子供の就労支援）

ジョブサポーター等による定時制高校に通う生徒も応募可能な求人の積極的な開拓及びハロー

ワークにおける就職支援を行う。

（高校中退者等への就労支援）

ハローワークと学校等の関係機関が連携し、就職を希望する学生・生徒等に対して支援を実施

する。特に、高校中退者等についても、本人の了解の下、可能な範囲で学校、ハローワーク及び

ニート等の若者の就労支援機関等で情報を共有し、求めに応じて速やかに支援を行う。

（５）支援する人員の確保等

（社会的養護施設の体制整備、児童相談所の相談機能強化）

社会的養護の推進のため、児童養護施設における職員の配置基準の見直しや里親支援担当職員

の配置の推進等について検討する。併せて、新たに里親になる人材の発掘について、自治体が行

う先進的な取組を紹介するなど人材の確保に努める。

また、児童相談所職員の専門性を強化するための研修など相談機能の強化の取組について支援

を行う。

（相談職員の資質向上）

ひとり親家庭の保護者の相談に応じ、自立に必要な情報提供等を行う母子自立支援員など、ひ

とり親家庭等の相談関係職員に対する研修や、生活保護世帯の支援に当たる職員の資質の向上を

図るため、ケースワーカーや就労支援員等に対する研修を行う。

また、生活困窮者自立支援制度における相談員等の質を確保するため、専門的かつ実践的なテ

キストやカリキュラムを作成するとともに、当面は国において研修を行う。

さらに、児童思春期における心の問題に対応できる専門家（医師、看護師、精神保健福祉士等）

を養成するため、思春期精神保健対策研修を行う。

（６）その他の生活支援

（妊娠期からの切れ目ない支援等）

家庭の経済状況等にかかわらず、安心して妊娠・出産し、子供が健やかに育成されるよう、身

近な地域で、妊産婦等の支援ニーズに応じて、妊娠期から子育て期にかけて切れ目ない支援を行

える体制づくりを図る。

また、福祉事務所においても、保健センター等と連携を行うなど健康面に関して専門的に対応

を行う（再掲）。
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（住宅支援）

母子世帯、父子世帯及び住宅困窮度の高い子育て世帯について、公営住宅に係る優先入居を行

うほか、多子世帯等に対する地域優良賃貸住宅における家賃低廉化や、子育て世帯等の民間賃貸

住宅への円滑な入居に係る情報提供、住宅に関する相談及び住宅改修の支援等を実施しており、

引き続きこうした取組により子育て世帯等の居住の安定を支援していく。

母子福祉資金貸付金等のメニューである住宅資金（住宅の建設等に必要な資金）や転宅資金（住

居の移転に必要な資金）の貸付けを通じてひとり親家庭の住宅支援を行う。

また、生活困窮者自立支援法に基づき、離職等により住居を喪失又はそのおそれのある者に住

居確保給付金を支給する。

３ 保護者に対する就労の支援

（親の就労支援）

子育てと就業の両立など、ひとり親家庭が抱える様々な課題に対応し、生活支援や就業支援を

組み合わせた支援メニューをワンストップで提供することができるよう、就業支援専門員の配置

など必要な支援を行う（再掲）。就業支援専門員は、ひとり親家庭の雇用形態の改善のため、キャ

リアアップ・転職支援も行う。また、児童扶養手当受給者に対し、生活状況や就業への意欲等の

状況把握を行うことを通じ、それぞれの実態に応じた自立支援プログラムを策定することで、就

業を軸とした自立支援を図る。高等職業訓練促進給付金等事業を通じ、ひとり親家庭の就業支援

を行う。また、母子家庭の母等の就労支援に資する職業訓練やトライアル雇用奨励金などの各種

雇用関係助成金の活用を推進し、親の就労機会の確保に努める。

生活困窮者や生活保護受給者への就労支援については、就労支援員による支援や、ハローワー

クと福祉事務所等のチーム支援、就労の準備段階の者への支援などきめ細かい支援を実施する。

また、生活保護受給者の就労や自立に向けたインセンティブの強化として、積極的に求職活動に

取り組む者への就労活動促進費の支給や安定した職業に就いたこと等により保護を脱却した場合

に就労自立給付金を支給する。

（親の学び直しの支援）

自立支援教育訓練給付金事業の活用等により、親の学び直しの視点も含めた就業支援を推進す

る。また、生活保護を受給しているひとり親家庭の親が、高等学校等に就学する場合には、一定

の要件の下、就学にかかる費用（高等学校等就学費）を支給する。

（就労機会の確保）

ひとり親家庭の親が子供を育てながら働くとともに、将来的に正規雇用に移行するためのスキ

ルアップを図るため、在宅就業に関する支援を推進する。また、各府省庁は、母子家庭の母及び

父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法の規定を踏まえ、予算の適正な使用に留意しつつ、

母子福祉団体等からの物品及び役務の優先調達に努める。

４ 経済的支援

（児童扶養手当の公的年金との併給調整に関する見直し）

児童扶養手当の公的年金との併給調整に関し、公的年金を受給した場合でも、その額が児童扶

養手当額に満たない場合にはその差額を支給するよう見直しを行ったところであり、事務の円滑

な履行に努める。

（ひとり親家庭の支援施策についての調査・研究の実施に向けた検討）



八女市子どもの貧困対策推進計画

資料編

83

ひとり親家庭の就業支援や経済的支援等の自立への効果等について、調査・研究の実施を検討

する。

（母子福祉資金貸付金等の父子家庭への拡大）

母子福祉資金貸付金等について、貸付対象を父子家庭に拡大したところであり、貸付事務等の

円滑な履行に努める。

（教育扶助の支給方法）

生活保護における教育扶助については、義務教育に伴って必要な費用について、学校の長に対

して直接支払うことが可能となっていることから、こうした仕組みを活用し、目的とする費用に

直接充てられるよう適切に実施する。

（生活保護世帯の子供の進学時の支援）

生活保護世帯の子供が、高等学校等に進学する際には、入学料、入学考査料等を支給する。ま

た、生活保護世帯の高校生の就労収入のうち、本人の高校卒業後の大学等の進学費用にかかる経

費に充てられる場合については、収入として認定しない取扱いとする。

（養育費の確保に関する支援）

両親の離婚後、養育費の支払いが適切に行われることは、親としての経済的な責任を果たすだ

けでなく、子供の福祉の観点からも望ましいことであることから、母子家庭等就業・自立支援セ

ンターや養育費相談支援センター等において、養育費に関する相談支援を行う。

５ その他

（国際化社会への対応）

国際化の進む社会の各分野で活躍できる青年の育成を図るため、経済状況にかかわらず、多様

な教育・研修機会が得られるよう、意欲ある青年に対する参加支援等に努める。

第５ 子供の貧困に関する調査研究等

これまで我が国においては、子供の貧困に関する調査研究が必ずしも十分に行われてきたとは

いえない状況にある。上記第２の基本的な方針を踏まえ、今後の対策推進に資するよう、以下に

掲げるような子供の貧困に関する調査研究等に取り組むこととする。

１ 子供の貧困の実態等を把握・分析するための調査研究

子供たちが置かれる貧困の実態や、そのような子供たちが実際に受けている各種の支援の実態

を適切に把握し、分析するための調査研究を継続的に実施する。

また、今後、子供の貧困対策として様々な施策が実施されることになるが、それらの施策の実

施状況や対策の効果等の検証・評価に資するよう、子供の貧困対策の効果等に関する調査研究の

実施について検討する。

２ 子供の貧困に関する新たな指標の開発に向けた調査研究

子供の貧困に関する指標については上記第３に掲げているところであるが、子供の貧困対策を

今後さらに適切に推進していくため、必要となる新たな指標の開発に向けた調査研究の実施につ

いて検討する。

３ 子供の貧困対策に関する情報の収集・蓄積、提供

国や地方公共団体における子供の貧困対策の企画・立案、実施に資するよう、子供の貧困の実

態や国内外の調査研究の成果等子供の貧困対策に関する情報の収集・蓄積を行う。
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また、地方公共団体が地域における子供の貧困の実態、地域の実情を踏まえた対策を企画・立

案、実施できるよう、全国的な子供の貧困の実態や特色ある先進施策の事例など必要な情報提供

に努める。

第６ 施策の推進体制等

１ 国における推進体制

本大綱に基づく施策を総合的に推進するため、子どもの貧困対策会議を中心に、内閣総理大臣

のリーダーシップの下、関係府省が連携・協力しつつ、施策相互の適切な調整を図り、政府が一

体となって子供の貧困対策に取り組む。その際、子供に関連する全ての政策分野、特に、児童虐

待対策分野、青少年育成支援分野等との緊密な連携に留意する。

さらに、子どもの貧困対策会議が、施策の総合推進機能を十分に発揮できるよう、同会議の事

務局である内閣府の担当部署を中心に、必要な推進体制の構築とその効果的な運用に努める。

２ 地域における施策推進への支援

子供の貧困対策を総合的に推進するためには、教育分野、福祉分野等の地域における多様な関

係者の連携・協力を得つつ、地域の実情に即した効果的な施策に取り組むことが重要である。こ

のため、都道府県など地方公共団体において子供の貧困対策についての検討の場が設けられるよ

う、また、地域の実情を踏まえた子供の貧困対策についての計画が策定されるよう働きかけると

ともに、情報提供等の適切な支援を行う。さらに、法律に規定する教育の支援、生活の支援等４

つの支援施策に加え、地域を基盤とした支援ネットワークの整備・活用を視野に入れて地方公共

団体の取組を支援する。

３ 官公民の連携・協働プロジェクトの推進、国民運動の展開

子供の貧困対策が国を挙げて推進されるよう、国、地方公共団体、民間の企業・団体等による

ネットワークを構築し、各種支援情報等の収集・提供や子供の貧困対策に関する優れた取組等に

対する表彰事業の実施、民間資金を活用した支援など、官公民の連携・協働プロジェクトを推進

する。

また、このような取組や既存の制度・施策等について積極的に情報発信し、国民の幅広い理解

と協力の下に子供の貧困対策を国民運動として展開する。

４ 施策の実施状況等の検証・評価

子どもの貧困対策会議において、本大綱に基づく施策の実施状況や対策の効果等を検証・評価

し、これを踏まえて対策等の見直しや改善に努める。このため、子どもの貧困対策会議の下にお

いて、関係者の意見を聴きつつ施策の実施状況や対策の効果等を検証・評価し、子供の貧困対策

について検討を行うための仕組みを設ける。

５ 大綱の見直し

本大綱については、社会経済情勢の変化、子供の貧困に関する状況の変化、本大綱に基づく施

策の実施状況や対策の効果等を踏まえ、おおむね５年ごとを目途に見直しを検討する。
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３ 八女市子どもの貧困対策推進計画策定委員会要綱

○八女市子どもの貧困対策推進計画策定委員会要綱

平成２８年５月２７日決裁

（設置）

第１条 子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成２５年法律第６４号）第４条の規定に基づ

き、市が策定する子どもの貧困対策推進計画（以下「推進計画」という。）の策定に当たり広く意

見を聞くため、八女市子どもの貧困対策推進計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置す

る。

（所掌事務）

第２条 委員会は、次に掲げる事項について審議するものとする。

（１） 推進計画の策定に当たり行うアンケートの内容及び結果報告に関すること。

（２） 推進計画の骨子及び素案に関すること。

（３） 推進計画のパブリックコメントに関すること。

（４） 前３号に掲げるもののほか、調査又は審議を必要とする事項

（組織）

第３条 委員会は、委員１５人以内で組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。

（１） 八女市内まちづくり協議会の代表者

（２） 八女市民生委員児童委員連絡協議会の代表者

（３） 子育て支援に関し知識及び経験を有する者

（４） 障がい者支援に関し知識及び経験を有する者

（５） 八女市内保育所、小学校及び中学校に通う子どもの保護者

（６） 八女市内保育所、小学校及び中学校の職員

（７） 前各号に掲げる者のほか、市長が特に必要があると認める者

（委員の任期）

第４条 委員の任期は、任命の日から計画策定の日までとする。

（委員長及び副委員長）

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。

（会議）

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、その議長となる。

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ、これを開くことができない。

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。
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（庶務）

第７条 委員会の庶務は、市民福祉部子育て支援課において処理する。

（補則）

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２８年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ 委員会の会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、委員長が決定するまでの間は、市長が

招集する。
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４ 八女市こどもの貧困対策推進計画策定委員会 名簿

氏名
要綱第 3条の 2に

定める区分
所属団体等

1
草場 雄二郎

（副委員長）

（１）八女市まちづくり協議会

の代表者
八女市未来づくり協議会

2 平井 正文
（２）八女市民生児童委員協議

会の代表
八女市民生児童委員協議会

3 平 富巳子
（３）子育てに関し知識経験を

有する者
やめファミリーサポートセンター

4 永田 啓造
（４）障害者支援に関し知識経

験を有する者

八女地区障害者基幹相談支援セン

ター「リーベル」

5 鶴 いずみ

（５）八女市内保育所、小学校

及び中学校保護者

北山保育所

6 田中 清司 ＰＴＡ連合会(筑南小学校)

7 松尾 和昭 ＰＴＡ連合会（福島中学校）

8 鬼丸 文恵

（６）八女市内保育所、小学校

及び中学校の職員

上妻保育所

9 江上 亮子
八女市小学校長会

（矢部小学校）

10 菖蒲 治
八女市中学校長会

（見崎中学校）

11 橋本 俊一
（７）市長が特に必要と認める

もの

八女市学童保護者会

12
白坂 正彦

（委員長）
八女市社会福祉協議会

※任期：平成 28年 9月 7日(第 1回委員会の日) ～ 平成 29年 3月 31日
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５ 八女市子どもの貧困対策委員会要綱

○八女市子どもの貧困対策委員会要綱

（平成２８年５月２７日決裁）

（趣旨）

第１条 子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成２５年法律第６４号）第４条の規定に基づ

き、八女市の状況に応じた貧困対策推進計画を策定するため、八女市子どもの貧困対策委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 委員会は、八女市における子どもの貧困対策について、協議検討する。

（委員会の組織）

第３条 委員会は、次に掲げる職にある者をもって組織する。

（１） 健康福祉部長

（２） 地域振興課長

（３） 税務課長

（４） 市民課長

（５） 人権・同和政策課長

（６） 福祉課長

（７） 子育て支援課長

（８） 健康推進課長

（９） 介護長寿課長

（１０） 都市計画課長

（１１） 上下水道局長

（１２） 学校教育課長

（１３） 社会教育課長

２ 委員会に会長を置き、健康福祉部長をもって充てる。

（委員会の会議）

第４条 委員会は、会長が招集し、その議長を務める。

２ 委員会は、必要に応じて関係団体の意見を求めることができる。

（ワーキングチーム）

第５条 会長は、必要に応じて委員会にワーキングチームを設置することができる。

２ ワーキングチームは、会長が指名する職員をもって組織し、必要に応じて会長が招集する。

（庶務）

第６条 委員会の庶務は、健康福祉部子育て支援課において処理する。

（補則）

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、委員会において別に定める。

附 則

この要綱は、平成２８年６月１日から施行する。
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